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現存ー [2015年12月16日脱稿時点〕、わが国では性犯罪の非親告罪化が議論さ
れている。その巾でも特にi主目すべきは、法務省における立法準備の動きである。
具体的には、 2014年10月に法務省において「性犯罪の罰則に関する検討会J(以
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下、「法務省検討会」と略す)が立ち上げられ、 2015年8月6日に同検討会の『取
りまとめ報告書』がまとめられた向。さらに、 2015年10月9日に法務大原によ
る「性犯罪に対処するための刑法の一部改.TFJこ関する諮問第101号J(3)を受けた
「法制審議会第 175回会議J(4)を経て、 2015年11月2日から「法制審議会刑事
法(性犯罪関係)部会J(以下、「法制l審性犯罪部会jと略す)での検討が始められ
ている (5)。その中での性犯罪の親告罪規定をめぐる議論は、一部に慎重論はある
ものの、非親告罪イヒの意見が大多数を占めている。そして、近いうちに立法へ山け
たより具体的な作業が行われると予想される。
しかし、これまでの法務省検討会と法制審審議会での議論は、非親告罪化という
結論自体の当否はひとまず別として、検討すべき点が必ずしも十分に検討されてい
ないのではないか、そして、それは議論の契機・流れそのものと議論の前提となっ
ている情報・資料の位置づけに原因があるのではないか、という疑問を抱いた。
ところで、私は、かつて、わが国の性犯罪、特に強姦罪における親告罪規定につ
いて、現行法の解釈論としては、その犯罪としての非常に高い違法性・有責性とい
う実体法的性質ゆえに、刑事訴訟を回避するという訴訟法的性質が前面に出るとし
つつも、非親告罪である強姦致傷罪と比較した場合には、類型的に違法性・有責性
が低いこと(いわゆる相対的軽微性)が親告罪とされている理由となっていること
を指摘する一方で、その本来の非常に高い違法性と有責性を考慮すると、立法論と
しては、強姦罪を親告罪としておくことに「まったく疑問がないではないJとし
た向。また、日本被害者学会での個別報告の質疑応答において、二次被害等の回
避策の充実を前提に、立法論としては性犯罪の非親告罪化もありうる旨を回答し
た(7)。さらに、性犯罪事件での 10歳11か月の被害者の告訴能力に関する判例評
釈において、児童福祉法と平!λを合わせて 13歳未満(ただし、立法論としては 14
歳に引き上げることを示唆)の男火に対する性犯罪を非親告罪化することも一つの
選択肢となりうることを示唆しつつも、様々な検討が必要であるため、結論告?保慢
する肯を述べた(8)。
このように、私は、性犯罪の非親告罪化の口J能性を指摘しつつも、結論を保脅し
てきた。それは、性犯罪における親告罪規定が親告罪制度の中でも特に難しい実
務・学理上の問題をはらんでおり、不十分な検討に基づいて親告罪を維持したり非
親告罪化したりすることは、性犯罪において最も権利・利益が尊重されるべき顕在
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的被害者に悪影響を与えるとともに、潜在的被害者にも悪影響を与えるのではない
かと危倶していたためである。
しかし、性犯罪の非親告罪化の議論が進行している状況では、学問的関心に基づ
く体系的研究はひとまずおいて、.¥fi去準備作業を進めるにあたって留意すべき事項・
資料の一部だけでも、取り急ぎ提示する必要があると考えるに至った次第である。
以下では、まず、ーで、わが国の性犯罪非親告罪化をめぐる近時の動向を概観
し、その議論をめぐる課題を確認する。そこでは、特に前述の議論の契機・流れそ
のものと議論の前提となっている情報・資料の位置づけに着目する。次に、ごで、
議論の前提となるべき情報・資料として、 1876年に行われたドイツの性犯罪にお
ける原則的な非親告罪化に関する当時の議論と、現代ドイツの一部の性犯罪におけ
る条件付親告罪(相対的親告罪、部分的親告罪、制限付親告罪、慌合的親告罪、相
対的職権犯罪などともいう)制度について検討を加える(日)。そして、三で、親告
罪と非親告罪(職権犯罪)とは別の、もう一つの選択肢としての条件付親告罪制度
(およぴ条件付異議申?制度)の導入可能性を検討する。
なお、本論文内の下線による強調は、すべて筆者・黒i畢によるものである。
わが国における性犯罪の非親告罪化をめぐる近時の動向
1 わが固における性犯罪規定と親告罪制度の歴史的変遷
わが国の性犯罪に関する親告罪制度は、旧刑法 (1880(明治13)年公布、 1882
(明治15)年施行)によって法制度として確立しだ(なお、これより前に、明治七
年可法省達第十号 (1874年5月13日、旧刑法施行時まで令ー効)によって、「合ー夫
綴J[姦通〕が親告罪化されているが、「強姦」は除外されている (10))。そして、
1907年に制定された現行刑法(明治40年法律45号)は、性犯罪の親告罪規定を
維持した。その後、 1958年に、いわゆる暴力関係立法(昭和33年法律107号)の
一環として、二人以上の者が現場において共同して犯した強姦等の非親告罪化が行
われた(11)。さらに、 2000年に、いわゆる被需者保護関連斗法(平成12
74号)により、親?今罪である性犯罪等の伴訴期間の撤廃が行われた (12)。
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また、性犯罪の処罰に直接関わる立法として、 2004年の刑法等一部改正(平成
16年法律156号)により、性犯罪の法定刑の引 hげ、有期Jfljの法定刑・処断刑の
引r.t"j"、公訴時効の延長が行われた (13)。
これらを略年表にまとめると、次のとおりになる。
1874年司法省達第十号 「有夫姦」の親告罪化(["強姦」は除外)
1880年旧刑法 性犯罪の親告罪規定が法制度として確立
1907年現行刑法 性犯罪の親告罪規定を維持
1958年暴力関係立法 集団形態の強姦等を非親告罪化
2000年 被害者保護関連て法親告罪である性犯罪等の告訴期間の撤廃
2004年刑法等一部改正 性犯罪の法定刑の引上げ、公訴時効の延長
以上のいずれの時点でも、性犯罪全体の非親告罪化が可能であったはずである
が、ぞれは行われなかった。 卜記のうち明治期から昭和期までのな法議論について
は、まとまった先行研究がある (14)。そこで、本論文では、性犯罪の非親告罪化と
の関係ではあまり分析されていない2000年改TF.‘を起点として、近時の.¥fi去動向を
検討する。 2000年改正を起点とする本質的理由は、性犯罪における告訴判断の困
難性が法改正の中心的な根拠とされていたにもかかわらず、非親告罪化に至ってい
ないことから、そこでの議論が問題の校心を明らかにするのに必要なこと、また、
近時の立法動|白jの変化がどのように起こったのか、その契機を明らかにするのに過
していることにある。
匁 性犯罪の非親告罪化への動因一一町二つの大きな流れ
わが国における性犯罪の親告罪規定は、ここ数年で大きな変化がもたらされよう
としている。その最たるものが、前述の法務省検討会および、法制審性犯罪部会での
立法準備の動きである。もちろん、実務・臨床と学理の両面から、様々な経験・指
摘が積み重ねられてきたことは言うまでもない (15)。しかし、立法準備の動きに
公式に日に見える形で影響を与えている動因は、法務省検討会および法制審性犯罪
部会での配付資料(16)から見て取ることができる。そして、それらを議事録とあ
わせて読んでいくと、二つの大きな流れがあったことが判明する。
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第一の流れは、性犯罪の重罰化や公訴時効の停止などは視野に入れているが、非
親告罪化は明示されていないもの、あるいは、意問的に外されていると思われるも
のである。その具体例として、 2004年と 2010年の刑法等改TF.の「附帯決議J(お
よび、2015年6月の「自由民全党女性情躍推進本部 提言J)がある (17)。そして、
これらと軌をーにするのが、その直前の2000年のいわゆる
i去による親告罪である性犯罪等の告訴期間の撤廃である。
第二の流れは、性犯罪、とくに強姦罪の非親告罪化を明示的に要請するものであ
る。その具体例として、 2008年10月の「国連・自由権規約委員会の最終意見」、
2009年8月の「国連・女子差別撤廃委員会の最終見解」、 2010年12月の「第3次
男女共同参画基本計画」、 2012年7月の男女共同参画会議・女性に対する暴力に関
する専門調査会報告書、 2014年7月の「国連・自由権規約委員会の最終見解」が
ある (18)。
法務省検討会および法制審性犯罪部会での検討は、これら両者の流れを受けつつ
も、性犯罪の非親告罪化については、後者の第二の流れを大きくくんでいる。この
一連の二つの流れの中でも特に留意すべき点を確認していくこととする。
(一) 第一の流れ一一非親告罪化が明示されていないもの
(1) 2000年5月19日 犯罪被害者保護関連ニ法一一性犯罪等の告訴期間の撤廃
2000年5月19日のいわゆる犯罪被害者保護関連二法(平成四年法律74号)に
おいて、親告罪である性犯罪等の告訴期聞が撤彪された (19)。
この法改正は、椎橋隆幸によれば、「親告罪自体(一定の犯罪を親告罪としてお
くことの可否)に遡って深く検討を加えた訳ではなく、むしろ、そもそも合照的な
根拠に基づいて定められたか疑わしい六ヶ月という告訴期間につき、苦境にある性
犯罪被害者がその苦境のゆえ告訴するか否かを決断できないまま告訴期間が経過
し、そのために永久に訴追の機会が失われるという不合硯を解消するために告訴期
間を撤廃したものと解するのが妥内であり、被害者の保護、被害者意思の尊重ある
いは被害者のプライヴァシー(告訴するか否かの選択の自由を含めた)の保障の
ために実現されたと説明することが立法の経緯からも素直であろうJ(20)という。
たしかに、当該立法を検討した法制審議会刑事法部会は、法務大臣による「諮問第
44号「刑事手続における犯罪被害者等の保護」について」のうちの「一 性犯罪
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の告訴期間の撤廃又は延長」として議論を進めたものであり (21)、そもそも非親告
までは想定したものではなかった。
しかし、性犯罪非親告罪化の問題は、法制審議会刑事法部会の審議で触れられて
いないわけではない。むしろ、その問題に不可避的に結びつく発言、さらにその問
題にif面から言及した発言すら見受けられる。
①・1)法制審議会刑事法部会一一事務当局の説明
例えば、事務当局の説明の中には、次のように、親告罪であること自体が問題で
あるとの主張にもつながりうる発言が合まれる (22)。
強制わいせつ、強姦等の性犯罪……は、個人の性的自由を保護法話としており
ますけれども、犯罪の性質上、被害者の意思にかかわらず起訴によって被害を
受けた事実が公になるといたしますと、被害者の名誉が害され、精神的苦痛等
の不利益が一層増大する結果になることが多いために、被害者保護の観点か
ら、これらを親告罪としているものと考えられます 3 ……(これらの犯罪の場
合、)被害者と犯人が同居の親族である、あるいは h司と音1¥下の関係があった
りといったような特別な関係が継続する問は、告訴が困難であろうと考えられ
るわけでございます。
. i女性に対する暴力のない社会を目指してJという、男女共同参画審議会
の答申……の結果を見ましでも、実際に〔性犯罪被害に〕お遭いになった場合
には、相当な心の葛藤、苦しみを経験されるということになろうかと思われま
すけれども、こういった性犯罪につきましては、特に告訴が困難であり、その
ために被害が潜在化し、泣き寝入りする場合が多いのではないかと思われます。
〔パブリック・コメントの意見のーっとして、〕性犯罪を親告罪とすることに
よって、結呆的に加害者を免責するということになってしまっているのが現状
です(というものがある〕。
配付資料番号4は、…・・・刑事手続における被害者の保護等に関する外国法制
を……取りまとめたものでございます。……性犯罪の告訴に関して見てまい
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りますと、アメリカ、イギリスには親告罪の制度はございません。フランス、
ドイツは、親告罪の制度はあるけれども、強姦罪は親告罪ではありません。
配布資料のうち、パブリック・コメントに対します意見の集計結果を御覧いた
だきますと、……告訴期間の見直しについて、……賛成が39件、非親告罪化
するとするものが15件、反対が1件となっております。〔同旨の紹介がもう 1
カ所ある〕
被害者と犯人が特別な関係にある場合には、告訴が困難になるという場合がご
ざいますので、告訴期間として一定の期間を区切ると、そのような告訴を困難
ならしめる事情がその期間内に解消されるとは|浪らないという点も指摘でき
ょうかと思われます。
性犯罪のように被害者の告訴が困難になるような要素のある犯罪について、短
期間の告訴期間を定めますことは、被害者の保護のための親告罪の制度が、犯
人に対して公訴時効によってもたらされる以外の不当な利益を与えることに
なり、かえって被害者の保護という趣旨に反して、泣き寝入りを生むという結
果になると思われるのであります。
①-2)法制審議会刑事法部会 委員の発言
ある委員 (23)は、被害者の保護という点から、親告罪を維持すべきとする。
外国の法制の中には、そもそも親告罪にしていないところも非常に多いのです
が、被害者の保護という点からは、そこまでいくのはやはり問題がある。そう
だとすると、親告罪であることを維持しながら期間の限定をこの際取ってはど
うかと考えるのです(24)。
他方で、別のある委員は、非親告罪化すべきであるとしつつも、それは諮問の範
囲外であるとしてそれ以上の言及を控える。そして、被害者の保護という親告罪の
趣旨を根拠にして、告訴期間の撤廃を主張する。
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〔日本では性犯罪の暗数が多いため、)本当に性犯罪者に対する対策を立てるの
は、 と
いうん.向へ行かなければいけないのじゃないか、ですから親告罪も撤廃すれば
いいのじゃないかというふうに私は思っているのですけれども、それでもここ
ではやっと刑事訴訟法の改JIの問題として挙がってきているので、そこまでは
議論することはないのかとは思うのですが、……正に親告罪としてあるのは、
被害者の保護のためということですから、できるだけ性被害に遭った人に刻す
るカウンセリング、相談に訪れた方にはいろいろ相談に乗ってあげて、告訴を
するように励ますという、そういうふうな性犯罪の被害者に対する対応がとら
れて、そして告訴期間というようなものもある程度時間の経ったものも取り上
げていくという方向に行くべきではないかというふうに思っております(25)。
@・1)衆議院での審議
衆議院の本会議および、法務委員会では、性犯罪非親告罪化の議論は、本法案の審
議という形では行われていない (26)。
ただし、法案の審議に先¥T.って、法務委員会において、「裁判所の司法行政、法
務行政及び検察1J政、人権擁護に関する件(犯罪被害者にかかわる諸問題)Jとし
て、各方面から参考人が招かれ、調査が行われている (27)。その中で、岩井宜子
は、性的虐待の顕在化、刑事制裁による規範意識の覚せいという手段の確保、二次
被害防止策の充実について指摘し、性犯罪の非親告罪化を主張している。
〔性的虐待の〕顕在化が妨げられているというところには法制面のネックもあ
るわけです。
それは、強姦罪、強制わいせつ罪は親告罪でありまして、法定代理人に当た
る養育者によってその犯罪がなされる場合には告訴がほとんど期待できない
という面があります。被害児にとっても大事な家庭ですので、刑事的介入がベ
ストとは言えないわけですけれども、社会的保護を十分に尽くした上で、反省
のない加害者に対しでは刑事制裁がきちんとなされるような道が聞かれてい
ることが、規範窓識の覚せいのためにも必要なことであると考えられます。
このたびの法改正の提案で、……性犯罪被害者の法廷での第二次被害がで
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きるだけ防止されるという措置がとられ得ることによりまして、性犯罪の被害
も容易になるということが期待されるわけです(28)。
• [精神的なケアについて、〕今、告訴の期聞が撤廃されたとしましでも、
親告罪でありますので、性犯罪を顕在化するためには、そういう〔被害者支援
センタ一等の相談等、臨床科によるケア、警察等での配慮等の)保護といいま
すか精神的な支援というものが図られて、十分本人の納得するような結果とい
うふうなものが泣き寝入りしないで得られるように、精神的なケアというもの
が必要だというふうに考えております(29)。
・2)参議院での審議
参議院本会議(趣旨説明)では、千葉景子が、質疑において、非親告罪である複
数加害者による強姦罪におけるプライパシ一保護との比較から非親告罪化を主張
し、二次被害等の防止が第ーであることを下一張する。
そもそも、性犯罪が親告罪である必要があるのでしょうか。欧米諮問では、
性犯罪は親告罪とはなっておりません。我が国でも、複数の加害者による強姦
については、告訴の有無にかかわらず犯罪として処罰されることになってお
り、被害者のプライパシー保護の理由だけでは説明がつきません。
問題は、性犯罪被害者の保護が法的、社会的に適切に行われていないため
に、プライパシー侵害を合め、二次被害、三次被害と呼ばれる事態を引き起こ
している点にこそあるのではないでしょうか。捜査や裁判の中で、あるいは医
療現場の関係者から心ない、暴言とも言える言葉を投げかけられることは円常
茶飯事に起こっています(30)。
これに対して、臼井日出男・法務大臣〔内時〕は、二次被害防止と被害者保護の
観点から、親告罪規定を維持すべきと凶答する。
性犯罪は、その性質上、被害を受けた事実が被害者の恵;思にかかわらず起訴
によって公になると、被害者の名誉が害され、精神的苦痛等の不利益が一層増
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大するおそれがあり、被害者保護の観点からも、やはり親告罪としておくこと
ております(31)。
参議院法務委員会では、肯回佑紀・政府参考人・法務省刑事局長〔当時〕が、パ
ブリック・コメントにおいて'性犯罪を非親告罪化すべきであるとの意見があった旨
を紹介している (32)が、議論は行われていない(33)。
また、参議院本会議での採決の際には、質疑はなされていない (34)。
(2) 2004年12月8日 刑法等一部改正 法定刑の引上げ、(性犯罪を含む)、公
訴時効の延長等
2004年12月8円の刑法等一部改正(平成16年法律156号)では、性犯罪の法
定刑の引上げ、有期刑の法定刑・処|析刑の引上げ、強J溶ー致傷罪の法定刑の下限の引
下げ、公訴時効の延長が行われた (85)。
「法制審議会刑事法(凶忠・重大犯罪関係)部会Jでは、昭和33年改正(集団
強姦の非親告罪化)のIri去趣旨の確認は行われている (36)が、性犯罪全般の非親告
罪化に関する議論は行われていない (37)。
衆議院本会議では、性犯罪非親告罪化の議論は行われていない (38)。衆議院法
務委員会では、次のような附帯決議がなされた。すなわち、「政府は、本法の施行
に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。」。具体的事項のーっとし
て、 i4 性的自由の侵害に係る罰則の在り方については、強波罪等の法定刑の適正
化を図りつつ、それらとの権衡を考庫し、さらに検討に努めること。J(39)。ただ
し、性犯罪非親告罪化の議論は行われていない。
参議院本会議では、性犯罪非親告罪化の議論は行われていない (40)。参議院法務
委員会では、次のような附帯決議がなされた。すなわち、「政府は、本法の施行に当
たり、次の事項について格段の配慮をすべきであるの」。具体的事項のーっとして、
i4 性的自由の侵害に係る罰則の在り方については、被害の重大性等にかんがみ、
さらに検討すること。J(41)。ただし、性犯罪非親告罪化の議論は行われていない。
(3) 2010年4月27日 刑法・刑訴法一部改E一一公訴時効の一部撤廃・延長
2010年4月27日の刑法・刑訴法一部改正(平成泊年法律知号)では、人を
死亡させた罪の公訴時効が一部撤廃・再延長された (42)。
「法制審議会刑事法(凶悪・重大犯罪関係)部会」では、性犯罪非親告罪化の議
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論は行われていない (43)。
では、性犯罪非親告罪化の議論は行われて
いない (44)。参議院法務委員会では、次のような附帯決議がなされた。すなわち、
「政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。」。
として、 15 性犯罪については、被害者等の声を十分に踏まえつ
つ、罰則の在り方及ぴ公訴時効期間について更に検討すること。J(45)。ただし、
性犯罪非親告罪化の議論は行われていない。
、性犯罪非親告罪化の議論は行われていない (46)。
務委員会では、次のような附情決議がなされた。すなわち、「政府は、本j去の施行
に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。」。具体的事項のーっとし
て、 14性犯罪やひき逃げ事案等、人を死亡させた犯罪以外の犯罪についても、事
案の実態や犯罪被害者等を含めた国民の意識を十分に踏まえつつ、公訴時効を含め
た処罰の在り方について更に検討すること。J(47)。ただし、性犯罪非親告罪化の
議論は行われていない 3
(二) 第二の流れ一一非親告罪化を明示的に要請するもの
(1) 2008年10月30日 国連・自由権規約委員会の最終見解
2008年10月30日の(第5回日本政府報告(48)に対する)団連・自由権規約委
員会(49)の最終見解は、性犯罪の非親告罪化を要請している。同最終見解のパラ
グラフ 14は、次のとおりである (50)。
14.委員会は、刑法第177条の強姦の定義が男女聞の実際の性交のみを対象
とし、かっ被害者の抵抗が蛤姦の要件となっていること及び被害者が13歳以
下である場合を除き〔原文ママ:英文原文も同旨〕、強姦及び他の性犯罪につい
て被害者-からの告訴なくして起訴出来ないことに懸念をもって留意するのま
た、性的暴力の加害者が往々にして懲罰を受けることを免れていること又は軽
い刑しか受けていないとする報告、裁判官が過度に被害者の過去の性関係に焦
点をあて、暴行に抵抗した証拠を提供することを被害者に要求するとする報
告、改正監獄法及び警察庁の被害者支援のガイドラインの監視・実施が効果的
に機能していないとする報告及び性的暴力に関する専門の研修を受けた医師
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と看護師の不足及びそのような研修を提供する NGOへの支援が不足している
とする報告を懸念する。(第3条、第7条及び第26条)
締約岡は、刑法第 177条の強姦罪の定義の範岡を拡大し、近親相姦〔ママ〕、
性交以外の性的暴行、男性に対する強姦が震大な犯罪とされることを確保すべ
きである。また、抵抗したことを被害者に証明させる負担を取り除き、強姦や
f恨の性的暴力犯罪を職権で起訴するべきである。さらに、裁判官、検察官、警
察官、刑務官に対する、性的暴力におけるジェンダーへの配慮に閃する義務的
な研修も導入すべきである。
(2) 2009年8月7日 国連・女子差別撤廃委員会の最終意見(51)
2009年8月7日の(第6回日本政府報告に対する)国連・久子差別撤廃委員会
の最終意見は、「久勺性に対する暴力Jの項目において、性犯罪の非親告罪化を要請
している 3 同最終意見のパラグラフ 33および34は、次のとおりである (52)。
33.委員会は、Jflj法において、性暴力犯罪は被害者が告訴した場合に限り起
訴され、依然としてモラルに対する罪とみなされていることを懸念する。
会はさらに、強姦罪の罰則が依然として軽いこと及び刑法では近親姦及び配偶
者強姦が明示的に犯罪として定義されていないことを引き続き懸念する。
34.委員会は、被害者の告訴を性暴力犯罪の訴追要件とすることを刑法から
ること、身体の安全及び尊厳に関する女性の権利の侵害を含む犯罪とし
て性犯罪を定義すること、強姦罪の罰則を引き上げること及び近親姦を個別の
犯罪として規定することを締約国に要請する。
(3) 2010年12月17日閣議決定 第8次男女共同参画基本計画
2010年12月17日に閣議決定された「第3次男女共同参画基本計画」は、「第1
部 恭本的な方針Jにおいて、次のように述べる。すなわち、「男女共同参商社会の
実現は、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作ることであり、政府一
体となって取り組むべき最重要課題である。その目指すべきは、……②男女の人権
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が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会、……④男女共同参画に
して悶際的な評価'a::'得られる社会である。……我が岡の男女共同参両の現状は、
まだ道半ばの状況にあり、同際連合の女子に対する差別の撤廃に関する委員会(以
下「女子差別撤廃委員会」という。)の我が同に対する最終見解(平成21年8月公
表)においても、多くの課題が指摘されている。……このため、本年7月の男女共
同参画会議からの答申「第3次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考
を踏まえ、我が国における男女共同参画社会の形成が一層加速されるよう、
実効性のあるアクション・プランとして、第3次男女共同参画基本計画(以下
3次基本計画」という。)を策定する」。
そして、 i1 第3次基本計画策定に当たっての基本的考え方」は、次のように
述べる。すなわち、「……③ 女子差別撤廃委員会の最終見解における指摘事項に
ついて点検するとともに、日本の文化、社会の状況等にも配慮しつつ、国際的な規
範・基準の積極的な道守や園内における実施強化などにより、国際的な概念や考え
方(ジェン を重視し、岡際的な協調を阿るJ。
さらに、 i4 第3次基本計両の構成」において、次のように述べる。すなわち、
「第2部では、男女共同参両を推進する 15の重点分野を掲げて、それぞれの分野に
ついて「基本的考え方jを定めている 3 また、「基本的考え方」の下で、平成32年
までを見通した長期的な政策の方向性と平成27年度末までに実施する具体的施策
をそれぞれ「施策の基本的方向Jと「具体的施策Jにおいて記述しているJ。
それを受けて、「第2部施策の基本的方|白!と具体的施策」の「第9分野女性
に対するあらゆる暴力の根絶」において、 i<基本的考え方)Jとして、「女性に対す
る暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、その回復を凶ることは
国の責務であるとともに、男女共同参画社会を形成していく上で克服すべき重要な
課題である。……久勺生に対する暴力を根絶するため、社会的認識の徹底等根絶の
ための恭般整備を行うとともに、配偶者・からの暴力、性犯罪等、暴力の形態に応
じた幅広い取組を総合的に推進する。」とする。そして、 i3 性犯罪への対策の推
進」の「施策の基本的方向」として、「性犯罪被害者が、被害を訴えることを跨踏
せずに必要な相談を受けられるような相談体制及
害者の心身凶復のための被害直後及び中長期の支援が受けられる体制を整備する
とともに、被害者のプライパシーの保護及び二次的被害の防止について万全を期
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する。〔改行〕近親者等親密な関係にある者や指導的立場にある者による性犯罪等
の発牛‘を防止するための取組を強化するとともに、関係法令の見直し、効果的な
再犯防止策等について検討する。」とする。そして、「具体的施策」のうち、「ア
性犯罪への厳置な対処等」の項目の「① 関係諸規定の厳置な運用と適主かつ強
力な捜査の推進」において、「女性に対する性犯罪への対処のため、平成16年の
刑法改正の趣旨も踏まえ、関係諸規定を厳正に運用し、適正かつ強力な性犯罪
捜査を推進するとともに、適切な科刑の実現に努める。さらに、強姦罪の見直し
(非親告罪化、性交同意年齢の引上げ、構成要件の見宵し等)など性犯罪に関する罰
則lの在り方を検討する。」とする (53)。
(4) 2012年7月 男女共同参画会議・女性に対する暴力に関する専門調査会報告
書
男火共同参画会議の火性に対する暴力に関する専門調査会は、性犯罪への対策を
推進するための調査検討の巾で、性犯罪の非親告罪化について調査検討を行い (54)、
1女性に対する暴力Jを根絶するための課題と対策~性犯罪への対策の推進と
題する報告書(55)をまとめた。その要点は下記のとおりである。
被害者保護の観点から、被害者の重い負担(事件そのものによる精神的ダ
メージに加えての告訴申立ての葛藤、加害者側の弁護士からの激しい告訴取消
し要求)、告訴が得られにくい事案への対応(低年齢の被害者の告訴能力、告訴
権を有する親等の法定代王早人が加害者である場合や加害者の影響下にある場
合)、親告罪規定の趣旨の不当性(名誉の保護は強姦の被害を不名誉と考えるべ
きでない、非親告罪である強姦致死傷や集団強姦との整合性)が指摘された。
また、性犯罪に対する厳正な対処を凶る観点から、重大な犯罪である強姦罪
の潜在化、韓国での反意思不罰罪の状況が指摘された。
他方で、告訴取消しを選択する被害者の権利行使への影響に十分腎意するこ
とが必要である旨の非親告罪化に慎重な指摘もあった。
(5) 2014隼7月匁4日 国連・自由権規約委員会の最終見解
2014年7月24日の(第6凶日本政府報告(56)に対する)国連・自由権規約委員
会の最終見解は、「ジェンダーに基づく暴力及ぴドメスティック・バイオレンス」
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の項目において、性犯罪の非親告罪化を改めて要請している (57)。
10 委員会は、前回の勧告にもかかわらず、締約同に刑法における強姦の定義
の範岡を広げ、性交同意年齢を 13歳より kに設定し、職権による強姦及び他
の性犯罪を訴追するための如何なる前進も見られないことを遺憾に思う。委
員会は、ドメスティック・バイオレンスが広く存在し続けていること、保護命
令の発令過程が長期にわたること、本犯罪のために処罰される加害者の数が非
常に少ないことを、懸念をもって留意する。委員会は、向性カップルと移民女
性に対する保護が不十分であるとの報告を懸念する(第3条、第6条、第7条
;反ぴ第26条)。
委員会の前回の勧告 (CCPRlC/JPN/CO/5，paras 14 and 15)に沿って、締
約国は、第3次男k共同参画基本計画によって策定されたように、職権による
強姦及び他の性的暴力の犯罪を訴追し、一日も早く性交同意年齢を引き kげ、
強姦罪の構成要件を見直すための具体的行動をとるべきである。締約同は、向
性カップルのものを合む全てのドメスティック・バイオレンスの報告が完全に
調査されること、加害者が訴追され、有罪であれば、適切な制裁によって罰せ
られること、緊急保護命令が与えられること及び性的暴力の被害者である移民
女性が在留資格を失わないようにすることを含め、被害者が適切な保護にアク
セスできることを確保するための努力を強化すべきである。
(三) 法務省「性犯罪の罰則に関する検討会」と同「取りまとめ報告書J(2015年
8月6日)
2014年10月に法務省に「性犯罪の罰則に関する検討会」が設置された。 2014
年10月31日からお015年8月6日まで、計四回の検討会が開かれ、最終第四回
に同委員会による ri性犯罪の罰則に関する検討会」取りまとめ報告書Jがまとめ
られた (58)。
性犯罪の非親告罪化については、第z凶 (2014年11月21日)および第3凶
(2014年11月28日)に他の検討事項とあわせたヒアリングが行われ、第4凶検討
会 (2014年12月24日)において中心的な議論が行われた。これらについては、す
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ベて議事録が公表され(59)、配1'j資料も体系的に整理されて公表されている (60)ほ
か、『取りまとめ報告書』においてヒアリングと議論の要旨が公表されている (61)。
また、紙幅の制約もあるため、ここでは要点のみを示すこととする (62)。
(1) 法務省検討会でのヒアリング
a)非親告罪化に賛成する意見の理由付け
ヒアリングでは、非親告罪化に賛成する意見が大多数を占めた。その理由付けを
まとめると概ね4つのものに分類できる。なお、複数の理由を組み合わせた意見も
ある。
①親告罪の趣旨の不当性 (1名誉の保護」は性犯罪被害を不名誉と考えさせて被
害者の回復をますますひどく困難なものにする)
親告罪であることによる被害者の負担(事件化・告訴の決断、顔見知りが加害
者である場合にその人を犯罪者にしないための技慢、逆恨みのおそれ)
③告訴の断念、被害の潜在化(②を原因とするもの、周囲が通報しづらい、自責
感や恥の感情、法的保護を求めにくい)
@被害者の真意(加害者への処罰感情)
なお、非親告罪化した場合に被害者の意向や状態が司法のあらゆる段階で最大限
配慮されるべきである旨カf指摘されている 3 また、 として処罰感情だ
けでなく相応の謝罪を望んで‘いるとの指摘もされている。
b)非親告罪化に慎重な意見の理由付け
ヒアリングでは、被害者の立場から、非親告罪化に慎重な意見も述べられた。そ
の想同付けは、被害者でも裁判や加害者に向き合うことに時間等を使いたくないた
めに、告訴を取り消す人もおり、そのような選択肢を残しておくべき、というもの
である。
(2) 法務省検討会での議論
a)非親告罪化に賛成する意見の理由付け
法務省検討会での議論においても、非親告罪化に賛成する意見が多数を占めた。
その理由付けをまとめると概ね6つのものに分類できる〔丸数字は、ヒアリングと
対応させた〕。なお、複数の理由を組み合わせた;章見もある。
①親告罪の趣旨の不当性 ('1生犯罪の被害に遭ったことは不名誉ではない、強姦罪
は軽微で‘はなく重大な犯罪である、単独の強姦罪であってもコミュニケーショ
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ン・ギャップに起因しない事例も多い、二次被害は刑事手続上の配慮の問題で
ある、告訴による人間関係へのダメージのおそれは集団強姦罪や強姦致死傷罪
も同様である、集凶強姦罪や強姦致死傷罪の刑事手続では被害者のプライパ
シーは守られている)
①-2)親告罪であることが加害者に有利な武器となっている(示談金と引換えに
告訴の取消しを迫る、告訴が取り消されれば事件が終局的に終わりになる)
(自〉親告罪であることによる被害者の負担(立件・訴追の責任を負うという心理的
負担、加害者側・弁護人から(示談金と引換えに)告訴の取消しを迫られる)
③被害の潜在化(被害者が年少者で法定代珂人である実母の夫や交際相手が加害
者)
④被害者の真意(加害者への処罰感情、犯罪と認識してほしい)
⑤諸外国が一様に非親告罪化している
なお、刑事手続の各段階において、より一層被害者に配慮をすること、被害者が
一次被害を受けることのないような手続が行われるべきとの指摘があった。
b)非親告罪化に慎重な意見の理由付け
非親告罪化に慎重な意見も少数ながら述べられている。その理由付けをまとめ
ると概ね2つのものに分類できる〔丸数字は、ヒアリングと対応させた〕。
①親告罪の趣旨(自己の人間関係にダメージを受けることを避ける被害者の権利)
喧被害者の負担に対する反論(逆恨みのおそれは親告罪の告訴に限られない、弁
護人からの示談の働きかけは非親告罪でも同様である)
a-2)非親告罪化と被害者の意思を尊重する制度的担保の必要性
非親告罪化した場合に被害者の意思を尊重ーする制度的担保が必要であるかが問
題提起されたが、結論として制度的担保は不要とされた。不要とされた理由は、次
の3点である。
①制度的拐保として被害者の明示の意思に反して起訴しではならないとする制
度があるが、親告罪と同じ問題が生じる。
②非親告罪である集同強姦罪や強姦致死傷罪等の場合も被害者の意思の確認は
行われており、強姦罪等についても検察官による適正な公訴権行使に期待すれ
ばよい。
G:被害者の供述がなくとも立証できる事案で被害者の意思に沿わなくても起訴す
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べき必要性がある場合には検察官の判断で起訴するということもあり得るが、
そのような場合にも、 とよく訴し合い、意思に反しないようにする O
3 留意すべき第三の流れ
2の冒頭でも述べたとおり、性犯罪の非親告罪化が意図されていない第一の流れ
と、性犯罪の非親告罪化を明示的に要請する第二の流れがあり、法務省検討会およ
び法制審性犯罪部会での性犯罪の非親告罪化に関する議論は、後者の第二の流れを
大きくくんでいる Q そして、第一の流れは、法務省等関係各機関そして国会議員の
多数意見(であったもの)であり、第二の流れは、第3次男女共同参画基本計画も
含めて、国連の各委員会等を通じた国外からの要請・評価が大きく影響を与えてい
るものである。これは、性犯罪の非親告罪化の問題が、公式な立法議論のレベルに
おいては、外的・受動的に引き起こされたことを意味する (6:1)。
しかし、男友共同参画会議および同専門調査会、法務省検討会でのヒアリング・
法制審性犯罪部会の議論においては、内的・自発的・能動的な問題としての
検討が進められている。その最たるものが性犯罪の非親告罪化の〈目的〉である。
すなわち、同外からの要請では(性犯罪の厳.TF.な処罰)に力点が置かれているのに
対して、国内の議論では(被害者の負担軽減〉に力点が置かれている (64)。それゆ
え、囲内の議論では、被害者に配慮した訴追の抑制がさらなる論点として生じる。
これが第三の流れである。
ドイツの性犯罪における条件付親告罪規定(65)
わが困の性犯罪の非親告罪化の立法議論においては、諸外国で性犯罪が非親告罪
であることがーつの根拠とされ、その諸外困のーっとしてドイツ法の状況も資料と
して配付されている (66) 0 I司配付資料では、ドイツ法では。部を除いて非親告罪で
ある旨が記されるが、ドイツ法では強姦罪等の性犯罪について一貫して非親告罪と
されていたわけではなく、刑法秩序が確立する早い時期から粁余曲折があり、最終
的に 1876年に原則的な非親骨罪化に不ーったという経緯がある。また、現在でも、
ごく一部ながら条件付親骨罪規定が存在する。ここでは、どのような理出から件犯
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罪が原則的な非親告罪化に至ったのか、また、非親告罪が原則であるなかでどのよ
うな理由から条件付親告罪規定が存在するのか、という問題を中心に検討する。
なお、強姦罪等と姦通罪等とは犯罪・被害の性質が異なるため、両者を同列に論
じることは必ずしも適切で‘はないとも思われるが、歴史的に見るとそれらが関連さ
せて論じられてきたという事実を踏まえ、歴史的検討を行う本論文では、
の関連犯罪類型にも必要な範囲で言及することとする。
1 ドイツの性犯罪における親告罪規定の歴史的変車問)
(ー) カロリナ法典 (1532年)一一性犯罪は私人訴追犯罪ないし親告罪
ドイツにおいて性犯罪に関して初めて親告罪規定が青かれたのではないかと議
論の対象にされているのが、カール5世による 1532年の刑事裁判令「カロリナ法
典J(Constitutio Criminalis Carolina: CCC)である (68)。
カロリナ法典には、夫人等誘拐 (118条)、強姦 (119条)、姦通 (120条)、尊属
卑属問窃盗・配偶者間窃盗 (165条)(69)において、訴訟は「訴えJ(Bekla♂mg) 
に基つeいてのみ行われうる旨が定められていた (70)。このうち、強姦に関する 119
条の条文は次のように規定する (71) (なお、表記方法・綴り等が現在とは異なる)。
カロリナ法典119条
Straff der nottzucht 
cxix. ITem so jemand七eynervnuerleumbten ehefrawen / witwenn oder 
jungkfrawen / mit gewalt vnd wider jren willen / jrjungkfrewlich oder 
frewlich ehr neme / der selbig ubelthetter hat das leben ve~喝rckt/vnd 
sol1 auff beklagungdβr benottigten inn ausfurung 出rmisthat / eynem 
rauber gleich mit dem schwert vom leben zum todt ger匂htwerden. 
So sich aber eyner solchs obgemelts mishandels freuelicher vnd 
gewaltiger weiβ/ gegen eyner vnuerleumbten frawen oder jungkfrawen 
vnderstunde / vnnd sich die fraw oder jungkfraw seiner weerte / oder 
von solcher beschwernus日unsterreth wurd / der selbig ubeltlietter 
sol1 auff beklagung der benottigten / inn ausfurung der mishandlung / 
nach gelegenheyt vnd gestalt der personen vnd vnderstanden missethat 
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gestrafft werden / vnd sollen darinn richter vnnd vrtheyler radts 
gebrauchen wieuor inn andern fellen mer gesetzt ist. 
この規定が、親告罪を定めたものか、私人訴追犯罪を定めたものであるかは、学
説上の争いがある (72)。従来の多数説は、これらを最初の親告罪であると評価す
る(73)。すなわち、札問主義の下で被害者の関与が訴訟の前提条件になること、こ
の規定は形式的な手続履行に限定されていて訴訟追行の規定がないこと、刑法が
公法的性質をもっていることを根拠に、この規定が親告罪に近い機能を果たして
いるとする (74)。これに対して、現在の多数説は、土述の規定(強姦罪以外も合
む)は私人訴追犯罪であると評価する。すなわち、各条項に資場する iAnklageJ、
iBeklagungJ、iKlageJなどの文言(語形変化も含む)からすると、被害者に訴
えを提起する役割も担わせようとしていたとする (75)。さらに、少数有力説は、親
告罪か私人訴追犯罪であるかという問題は、当時の用語法が未成熟であることや両
者の手続形態の差違が非本質的な部分に限られることから重要ではなく、重要なの
は、プライペートな領域に関わる犯罪の場合に刑事手続の実現に関する決定を被害
者に委ねる点であるとする (76)。
その後、絶対主義化が進むと、被害者の刑事手続への関与が弱められ、実質的に
は被害申告・告発のみが認められるにすぎなくなった (77)。例えば、 1768年のテ
レジアナ法典 (Con日titutioCriminalis There自iana)には親告罪に類似する制度
は存在しなかった(78)。
(ニ) プロイセン一般ラン卜法典 (1794年)一一性犯罪は条件付親告罪
1794年には、啓蒙主義の影響を強く受けて、フリードリヒ大王に起源をもっ
プロイセン一般ラント法典 (ALR:Allgemeines Landrecht fur die Preusischen 
Staaten)が制定された。このプロイセン一般ラント法典において親告罪が法規定
として初めて採用されたというのが現有の支配的見解である (79)。
この法典で親告罪とされていたのは、軽微なU頭侮辱および精神的侮辱 (649条
~660 条)、故意の軽微な傷害 (796 条)、強姦 (1048 条~1060 条)、強制わいせつ
(1052 条・ 1060 条)、姦通 (1061 条~1065 条)、一定の誘拐 (1103 条 b) 、一定
家族・親族聞の窃盗 (1133 条~1136 条)、奉公人・同居人の家内窃盗 (1137 条・
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1139条)、管理者の営業主に対する詐欺 (1349条)等である。また、争いはある
が、誘惑 (1028 条~1036 条)も親告罪とされていたとの分析もある (80) 。この
うち、強姦・強制わいせつを含めた性犯罪の親告罪規定である 1060条は、次のよ
うに規定していた(自1)。
プロイセン一般ラント法典1060条 〔性犯罪の条件付親告罪規定)
Wenn die Beleidigten dergleichen Verbrechen nicht 凶 gen，und wenn 
dadurch auch kein凸ffentlichesArgenis gegeben worden:自ofindet keine 
richterliche Untersuchung von Amts wegen statt. 
〔訳JI被害者がその犯罪を非難せず、かつ、その犯罪によって公慣も引き起
こされない場合、裁判官による審理は職権によっては行われない。」
この 1060条の大きな特徴は、現在の(条件付親告罪の構造に類似している〉と
いう点である。すなわち、被害者が非難しない(現在一一被害者が告訴を申しなて
ない〕場合でも、犯罪が公|賞を引き起こす(現在 刑事訴追に対する特別な公益
が認められる〕ときには、裁判官による審理を行うことができた(82)。
ブロイセン一般ラント法典での親告罪規定の根拠・趣旨の理解には、ご分説と
三分説がある。二分説に立つヴァイゲントによると、強姦・姦通等は、犯罪被害
者の評価(とくに結婚の見通し)への配慮が親告罪規定の根拠・趣旨であるとい
う(83)。また、云分説に立つプレーマーによると、強姦、誘惑、誘拐等は、刑事手
続による負担の回避という犯罪行為不訴追に向けられた被害者の意向が重視され
ていたという(呂4)。プレーマーによる他の三類刻は、職権による刑事訴追が必ず
しも必要ではない犯罪であり、その犯罪が主に私的性格をもつことを重視するとい
う点で共通すると分析されている (85)ことから、強姦等は、職権による刑事訴追が
本来は必要な犯罪類型と考えられていたということになろうの
(三) ドイツ連邦 (1815 年~1866 年)における地方特別法と学説
ナポレオン支配後のドイツ連邦 (1815 年~1866 年)では、各領邦の地方特別法
(Partikularrechte)において、親告罪の数の大展開がみられた (86)。しかし、親
告罪とされた罪種は異なり、変更も頻繁に行われた。共通して親告罪とされたの
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は、姦通、軽度傷害、名誉段損、家族内窃盗・詐欺・横領である (87)。これに対し
て、強姦、脅迫、強要、器物損壊等は取扱いが分かれ、強姦罪主?親告罪とするのは
むしろ少数派であった (88)。
地方特別法等における親告罪の根拠・趣旨は、リヒトナーやエルダグによる詳
細な分析によると、 4つの〈主たる根拠〉と 3つの(付随的な根拠〉に分けられ
る(89)。親告罪を規定するく主たる根拠〉として準げられるのは、以下の4つであ
る。性犯罪では、特に、④〈被害者の秘密領域の保護〉、そして②(家族の保護〉
が主たる根拠とされていた。
①刑事訴追に対する公訴の欠如(バイエルン)
公共の福祉への影響が間接的である (90)
②家族の保護(パーデン)
夫婦関係と家族の名誉、家族の平和の保護
③宥和・和解思想(バイエルン)
赦し和解し折り合うことが自由にできる
④被害者の秘密領域の保護(バイエルン)
秘密裡に強姦された被害者は事件が裁判で審理され一般に知られれば有
利な結婚の機会を失い、家族は恥をかく
また、(付随的な根拠)として準げられるのは、以下の3つである。
①刑事訴追機関の負担軽減(バイエルン等) (91) 
(2)訴訟での証明困難性(ザクセン)
被害者の協力が得られないことによって訴訟段階で証明が困難になる
③民事法との近接性(ヴュルテンベルク)
取引関係上の詐欺などは民事法によって保護されるべきで刑事法の対応
も民事法と同じように被害者の訴えを待つべきである
この時期には、親告罪制度をめぐって学説上も激しく議論が交わされた。議論の
発端になったのは、ミッターマイアー (1838年) (92)である。彼は、まず、犯罪
全般への介入が被害者の訴えに基づいてのみ行われる制度の短所をまとめ、そこか
ら、例外的に一定の犯罪のみ職権介入を制限する刑事政策的理由を述べる。(犯罪
一般を親告罪にすることの短所〉は次の5点である。すなわち、①市民の無関心さ
と不処罰という結果が犯罪実行への刺激となる、②公益追求が私人の脆弱性や恐意
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性に左右されることになる、G:合目的的な審理運用のための迅速な介入の機会を失
わせる(軽微だと恩われたが事後になって重大であることが判明するよう
累犯窃盗における個別の軽微な窃盗等)、@:被害者が訴えるのを加害者が妨害する
ことが予想される(強姦等)、各軽微犯罪から重大犯罪へと犯人が移わしていく可
能性があるので不処罰の危険性を過小評価すべきではない(93)。次に、(職権介入
の例外制限を認める根拠・理由〉として、「犯罪の性質から職権訴追によって発生し
うる短所の大きさ」を挙げ、「そのような短所が、その犯罪についてときたま〔被
しない場合に〕生じる不処罰によって困家が甘受することになる短所
よりも大きい場合、当該犯罪について訴えに基づいてのみ介入するという法規定
が正当化される」とする (94)。そのうえで、(職権介入の短所〉として、①被害者
にとっての短所(例えば、名誉段損、貞操への攻撃)、②家族にとっての短所(例
えば、家族内窃盗、姦通)、③市民社会にとっての短所(いわれなき捜査・審理が
容易に始められてしまう危険，例えば、詐欺、横領)の3つを挙げる (95)。そし
て、それを前提にして、〈親告罪規定の五当化根拠〉を3つ挙げる。①第一は、犯
罪の性質から家族の利益と関連している犯罪の場合で、刑事裁判の審理による事件
の公表という害悪が被害者が犯罪によって受けた害悪よりも広く重くなりうると
き、および、審理が1'/われる前に経験的にみて被害の域め合わせ (Ausgleichung)
または帳消し (Aufbebe叫がなされるときである。例えば、家族内窃盗、誘拐、
姦通、貞操への攻撃がこれにあたる。具体的には、姦通の場合には、姦通が婚姻関
係の平穏をすべて破壊するわけではなく、傷つけられた側の配偶者の赦し等によっ
て家庭の幸福が回復されうるのであって、職権介入は婚姻関係を引き裂き、傷つけ
られた側の配偶者の不幸を増大させる。さらに、貞操への攻撃(強制わいせつ行
為、酪同Tした未婚女性とのわいせつ行為、未婚女性の誘惑等)の場合、職権介入・
審理を行うことでさらに未婚火性の評判を損なわせてしまう。ただし、教員による
著い未婚火性のわいせつ誘感や婚姻可能年齢に達していない未婚火性とのわいせ
つ行為の場合には、処罰されないままにしておかないという市民社会の利益の方が
優先される (96)。②第二は、その他の軽罪のうち、職権介入・審理によって、侮辱
された者の感情を傷つけ、それが広められることでさらに悪影響が及び続けるもの
である。例えば、名誉段損がこれにあたる (97)。③第三は、当罰性およぴ民事法的
不法行為が非常にわずかに存在する場合で、噂があるのみでまだ職権介入がなされ
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ていないときである。例えば、契約場面での詐欺、横領がこれにあたる (98)。
その後、ツァハリーエ (1845年 .1847年) (99)が、 日日のミッターマイアーの
見解を参考にしつつ、親告罪の根拠・類型に関して次の3つの観点を示した。①第
一は、その軽い軽罪という本質から、被害者の私的満足(自力救済・復讐の回避)
という性質があり、被害者による処罰意思が公的処罰を根拠づける場合である。こ
れには、例えば、名誉段損、軽度傷害が合まれる (100)。②第二は、行為者と被害
者との聞にとくに親密な関係性があり、その結束と名営を保護し、その自主的処罰
に任せれば良い場合である O これには、家族領域に関わる犯罪が挙げられる (101)。
③第三は、そもそも公的処罰にふさわしい犯罪であるが、被害者およびその近親者
への配慮(関与者の福祉・名声・生活上の地位、家族の安息・平穏)が国家にとっ
て喫緊の要請である場合である。これには、姦通、誘拐、強姦があてはまる (102)。
他方で、体系書・概説書などでは、ケストリン (1855年) (10:l)、ヘルシュナー
(1855年)(104)、ヴェヒター (1857年)(105)らが、親告罪制度全般への批判や廃
止論を主張していた。そこでの論拠は、告訴権・親告罪は同家が唯一の刑罰権者で
あるという法体系になじまない、告訴権者の意思に左右されて不均衡・不公定な刑
事訴追がなされる、告訴権者による告訴権の濫用(告訴不千l使の代価の要求)が考
えられる、告訴権の不行使を期待して犯罪が増加するといったものであった (106)。
(四) 北ドイツ連邦刑法典 (1870年)、ライヒ刑法典 (1871年)とライヒ刑事訴
訟法典 (1877年)一一性犯罪の親告罪化 (1870年、 1871年)と法改正によ
る非親告罪化 (1876年)
1870年の北ドイツ連邦刑法典は、プロイセン刑法典 (1851年)を基礎にして編
纂された。プロイセン刑法典での親告罪の数は9ヶ条と少なく、また、強姦罪等は
非親告罪であったが、北ドイツ連邦刑法典では、死亡結果を伴わない強姦と強制わ
いせつが親告罪とされた(その他に強要・脅迫等が親告罪とされた) (107)。
そして、 1871年にはライヒ刑法典、 1877年にはライヒ刑事訴訟法典によって、
ドイツ内の刑事法秩序が統ーされた。ライヒ刑法典は、プロイセン刑法典をもとに
編纂されたため、立法過程初期には親告罪の数が少なかったが、その後、ライヒ議
会の小委員会・議会の議論を経るなかで、対象犯罪がん幅に増加され、強姦罪等の
性犯罪も親告罪とされた (108)。もっとも、その後間もなく 1876年の刑法改正法
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により、強姦罪等の性犯罪が原則として非親告罪に改められた(このほかに、危険
強要、脅迫等が親告罪から非親告罪化された) (109) [この改京理由につい
ては、本論文二2で詳しく検討する)。
ところで、わが岡の法制度との関係では、このライヒ刑法典での取扱いが大きな
意味を持つ。すなわち、わが岡の旧刑法350条で性犯罪が親告罪とされた際、そ
の編纂過程(第一案)(1877年 11月)で、ボアソナードは「此僚第一項〔第一案
の第8条1項〕ノ告訴ヲ符テ其罪ヲ論スルコトハ濁乙刑法第百七十七傑ニモ其例ア
リ故ニ之ヲ震ニ霞クハ至根良法ナリ……J(110)と述べていた。つまり、当時の情
報伝達の困難な事情からか、ライヒ刑法典での非親告罪化を知ることなく、改正前
の親告罪規定を前提に、旧刑法典の編纂作業が進められていたのである。
なお、ライヒ時代の学説でも、親告罪に関する議論は盛んに行われた(111)。親
告罪宵定論には、親告罪の根拠について、一定の犯罪行為において危険にさらされ
ているのは私的利益のみであって公的利益ではなく、被害者が処罰要求を表明しな
ければ、一般市民の主義感 されず、そもそも可罰的ではないという統一的
思想に求める見解(112)から、多くは親告罪の趣旨として6つの要素を列挙する見
解(113)まで存在していたが、優勢だったのは、二分説ないし三分説である (114)。
他方で、メーデムやピンデイングらによって、親告罪否定論も主張されていた(115)。
その理由は、従来の否定論と同様に、国家刑罰権との矛盾、不均衡・不公正な刑事
訴追のおそれ、告訴権の濫用のおそれ、告訴権の不行使を期待した犯罪の増加など
であった(116)
(五) その後の展開
1909年準備草案から 1919年草案までは、告訴権・親告罪に関わる大きな変更
はなかった。 1924/25年・ 1927年草案は、告訴の一般規定を刑事訴訟法典におき、
その巾で、「要求に基づいてのみ訴追するJと「被害者-の同意によってのみ訴追す
る」という区別(実質的な差異はない)を織り込むとともに、告訴の主観的UJ分を
採用した。しかし、結局これらの草案は改正法としては成立しなかった(117)。
ナチス時代には、国家の刑罰機とそぐわない犯罪被害者の立場は消極的に評価され、
1936年刑法典草案は、親告罪を廃止して犯罪被害者の聴聞権(Anhorungsrecht)
(意向の聴取)に移行することを盛り込んだが、成立しなかった(118)。他方で、
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1940年4月2日命令によって、単純故意傷害(旧223条)・過失傷害罪(旧230
条)が条件付親告罪(旧232条1項)とされるとともに、 1943年5月29日命令
によって告訴の:主観的可分が認められた(119)。
(六) 第ニ次世界大戦後の展開
第二次世界大戦後、ナチス時代に変更が加えられた部分について、再検討が行わ
れた。しかし、親告罪規定については、基本的には、ナチス時代のライヒ刑法典お
よびライヒ刑事訴訟法典の内容は維持された (120)。
その後の動向としては、とくに条件付親告罪の拡大の動きが顕著で、ある。 1973
年の第4次刑法改正法では露山症行為 (183条2項)が、 1974年の刑法施行法では
少額な財産犯罪全般 (248条a)が、 1986年の第2次経済犯罪撲滅法 [2.Gesetz 
zur Bekampfung der WirtschaftskriminalitatJでは器物損壊等 (303条c)が、
1994年の第29次刑法一部改正法では少年の性的虐待 (182条3項(現5項J)が、
1997年の汚職撲滅法 [G倒的zzur Bekampfung der KorruptionJでは取引交渉
における贈収賄 (301条)が、 1998年の第6次刑法改王法では未成年者の略取
(235条7項)が、それぞれ条件付親告罪とされてきた (121)。
また、 1974年の刑法施行法によって、一定親族問・夫婦問の窃盗・横領(旧247
条2項)が、不可罰から親告罪に改められている。
さらに、 1997年の第33次刑法一部改正法で配偶者間強姦が犯罪とされた際、立
法段階で、条件付異議申立条項(被害者の異議申立てがあれば原則として職権訴追
できないが、刑事訴追に対する特別な公訴があれば例外的に職権訴追できる〔条件
付親告罪に類似した規定J)や和解条項(和解による刑の任意的減免)が議論され
たが、結論として、同制度は認められなかヮた (122)。
(七) 小括一一問題の所在
以上の検討で触れた親告罪制度に関わる歴史的変遷等を略年表にまとめると、次
のようになる。このうち性犯罪に関係するものは下線を付したものである。
1532年 カロリナ法典
*性犯罪は私人訴追犯罪(または親告罪)
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1768年 テレジアナ法典
* しない
1794年 プロイセン一般ラント法典
*性犯罪は条件付親告罪
1815年~ ドイツ連邦における地方特別法
*強姦罪を親告罪とする地方特別法は少数派
1851年 プロイセン刑法典
*性犯罪は非親告罪
1870年北ドイツ連邦刑法典
*死亡結果を伴わない強制わいせつ・強姦等が親告罪化
1871年 ライヒ刑法典
*強姦等の性犯罪を親告罪とする
*ボアソナードを介してわが国の旧刑法での性犯罪の親告罪化に影響
1876年刑法改軍法
*強姦罪等の性犯罪を原則として親告罪から非親告罪化
*わが同の旧刑法での性犯罪親告罪化の議論 (1877年11月)に間に合
わず
1877年 ライヒ刑事訴訟法典
*親告罪を「告訴に基づいてのみ訴追を行う可罰的行為Jと表記
1909年準備草案、 1911年対案、 1913年草案、 1919年草案
*告訴権に関わる大きな変史なし
1924/25年 .1927年草案
*告訴の一般規定を刑事訴訟法典におく
*告訴の主観的可分を採用
* I要求に恭づいてのみ訴追するJと「被害者の同意によってのみ訴追す
る」の区別(実質的差進なし)
1936年刑法典草案
* への移行を盛り込
む
1940年4月2日命令
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*単純故意・過失傷害罪が親告罪から条件付親告罪化(旧232条1項)
1943年5月却日命令
*告訴のギ観的可分を認める
第二次|任界大戦直後の法規定の見直し
*親告罪規定はナチス時代のライヒJfiJ法典・刑事訴訟法典の内容を維持
1969年6月25日 第1次刑法改正法
*親告罪である夫になりすましての姦淫(旧 179条)の削除
1973年11月23日 第4次刑法改正法
*露出症行為 (183条)が条件付親告罪として独立
1974年3月2円 刑法施行法
*少額財産犯罪全般 (248条a)が条件付親告罪化
*一定親族問・夫婦問の窃盗・横領(旧247条2項)を不可罰から親告
罪化
1986年5月15日 第お次経済犯罪撲滅法
*器物損壊等 (303条c)が条件付親告罪化
1994年5月31日 第29次刑法一部改京法
*少年(少女)性的虐待 (182条3項〔現5項J)が条件付親告罪化
1997年7月1日 第33次刑法一部改正法
*配偶者間強姦導入時に条件付異議申立制度(条件付親告罪に類似)が検
討されるが見送り
1997年8月13円 汚職撲滅法
*取引交渉における贈収賄 (301条)が条件付親告罪化
1998年 1月26円 第6次刑法改正法
*未成年者の略取 (235条7項)等が条件付親告罪化
以上の歴史的展開のうち、現代のドイツの性犯罪の(非)親告罪規定に直接大き
く影響を与えているのは、①1876年の性犯罪の原則的な非親告罪化、②1994年
の少年に対する性的虐待罪の絶対的親告罪からの条件付親告罪化である。また、関
連する犯罪類型まで範囲を広げると、③1973年の露間症行為罪の職権犯罪からの
特別規定として独立させた条件付親告罪化が準げられる。これらを以下で検討し
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ていく。
2 1876年に実施された性犯罪の原則的な非親告罪化
(ー) 1876年改正前の規定
1876年のライヒ刑法典の改疋以前は、強制わいせつ、強姦の各犯罪類型に対し
て、下記のような親告罪規定が置かれていた(強制わいせつ:176条3項、強姦;
177条3項。なお、強制わいせつ・強姦致死:178条2項も参照。)。
Die Verfolgung tritt nur auf Antrag ein， welcher jedoch， nachdem 
die formliche Anklage bei Gericht erhoben worden， nicht mehr 
zurukgenommen werden kann. 
(二) 改正理由(性犯罪の原則的な非親告罪化の趣旨)
(1) 先行研究による説明
佐藤陽子によれば、「処罰すべき悪質な事案(集凶強姦、絶対的保護年齢者への
性的虐待)が適切に処罰できないという実務家の要請に基づくものであった。とり
わけ、当時の性犯罪規定は「個人の自己決定に対する罪」ではなく、「良俗に対す
る罪」であったことから、なぜ良俗に対する罪の訴追に親告が必要なのかとの批判
がなされ、結果的に親告罪規定は削除されたJという (123)。
また、ドイツの学説の一般的な説明によれば、刑事訴追に対する公訴に強い影響
を与えるほど違法性の程度が重大であることが珂ー同とされている (124)。
(2) 公式な立法理由
1876年に実施された性犯罪の原則的な非親告罪化については、ライヒ議会に提
山された立法理白書(125)が残されている。ここで、可能な限り詳細に紹介する。
① 改正法全体の立法理由 (126)
まず、改正法全体の立法理由では、①実務の運用を踏まえてライヒ刑法典を数年
以内に修正することが、立法当初から予定されていたこと、②法改正は学理的な理
由によるものではなく、実務上の大きな弊害を取り除くことが目的であることなど
が述べられる。
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刑法典の公布の際、それは実務的成熟の数年後に修正を受けることが当初Jか
ら予定されていた。すでに、刑法草案の北ドイツ いで、連
邦政府の代表者により、この考えが表明されている(原注目。
…・・これまでの経験は、......まさに刑法典の改JF:で特に留意しなければな
らないであろう点を認識させたコ
刑法典のいくつかの規定によって著しい不都合な事態が生じているため、一
定の範囲で、学術や裁判官の立場だけでなく、ほとんどすべての公的な見解
が、現行法の修正を求めている。
……まず、法案が:意凶するのは、刑法典の数多くの規定について、実務にお
ける経験によって明らかになった弊害を取り除くことである。
さらに、法案が尽力するのは、実務において非常にはっきりと感じられてい
る隙聞を埋めることである。
最後に、法案が適切とみなすのは、法律編纂で紛れ込んだいくつかの間違い
ることである。
これに対して、実務において現れた要求を拠り所にする変更ではなく、単
に、個々の規定の理論的考慮やその結論を拠り所にする変更、あるいは、単に
わずかな実務的影響になるであろう変更は、除外された 3
同様に、実務において散発的に観察される特異な事件は、……法律の変更ま
たは補充の要求を根拠づけるのには十分とはみなされない。
さらに、法律の個々の規定の理解に関して現れたすべての疑念を取り上げる
ことは、修正の課題とはみなされなかった、……その統ーは、ライヒ裁判所の
設立によって本質的に促進されるであろう。-
〔原注 1]
Stenographischer Bericht von 1870 Bd. 1. S. 47， Bd. 1. S. 1133. 
Aktenstucke zu den Verhandlungen des Deutschen Reichtages 1875. 
② 性犯罪の非親告罪化の立法理由 (127)
性犯罪の非親告罪化については、改正法全体の立法理由にも述べられたような実
務上の大きな弊害の実例が数多く引用されつつ、非常に詳細な理由付けが行われて
いる(その特徴については、 (3)でまとめる〕。
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第176条~第178条は、強姦 (NothzuchtJという重罪と、強姦に類似し
たいくつかの他のわいせつ重罪、特に 14歳未満の者に対するわいせつ
行為 (unzuchtigeAngrifeJに関するものである。
176条および177条の各最終項〔改IE前の第3項〕は次のように規定する:
「訴追は、告訴に基づいてのみ開始されるが、裁判所に正式な起訴がなさ
れた後は、もはや撤回されえない。」
告訴要件は、すでに連邦政府の法案において見受けられる。立法理由が述
べるように、告訴要件により、様々に述べられた要望、特に被害者の利主主に特
別に配慮したのであるが、被害者はしばしば行為を秘密lこすることが差し迫っ
となる。
しかし、実務の声は、この規定の効果に賛同せず、かつてのプロイセン刑法
典の法律 (144条)への回帰を推奨する。その法律によれば、当該重罪は職権
によって訴追されえた。
例えば、ある裁判所の所長は次のように報告する目
「告訴申烹ての可能性を現金によって腹?たしくも請け戻す (ReluitionJ
事案が報告されており、例えば、ある地問:では、ある少女が、舞踏場から
の帰り道に、若い3人の若者によって暴力的に陵辱されそうになったの
だが、自らが申し立ててすでに検察官に委ねた告訴を 100ターラー (30
万円程度〕の損害賠償の受領後に撤回した，同様に、職務上知り合った郡
裁判所長によれば、強姦のために逮捕された銀行家が、陵辱された者とそ
の夫に対して1000ターラー (300万円程度〕の支払いにより、告訴の撤
回を得た。」
最高裁判所は次のような事案を報告する.
11873年7月5日の……郡裁判所の判決により実際に確認されているの
は、被告人Tが1873年2月と 3月に、ナウムブルクで、 13歳の少年S
と、繰り返し何度も、最も重大な態様のわいせつな行為を行った。」
「それにもかかわらず、無罪判決が下された、なぜなら、認定された行為
の中で認定された 176条3項において予定されている重罪の構成要件が、
告宮崎者の告訴を欠くために、訴追されえなかったからである。」
上級審裁判所は、この判決をただ是認することしかできなかった。
81 
法律論議88巻6号
この報告は、その報道とさらにそれに続くコメントへとつながる:
となっている事案は、特に倫理・道徳 [Sittlichkeit)に対する
重罪の訴追のための告訴の必要性について、(犯罪行為の秘密取扱いに対
する被害者の利益から〉引き出されている¥T.i法理由が、どの程度まで的確
と見なされるかという聞いも喚起するだろう。」
検察官は次のように報告する;
残念ながら、この地区の……告訴要件〔親告罪規定〕は、確実に立法者の想
を生じさせる。……例えば、刑法的装置を停止させるか作動さ
せるかという権限が、行為者に選択をさらに迫るためのねじ [Schraube)
になる:
「君は支払いたいのか、長い間白出を失いたいのか、ァk久に君の名声
を失いたいのか。」
そのように、(父親と母親)(これらは後見人として)が子どもに対する陵
辱の代価としてたくさん支払わせる。この場合にもまた、このような態
様の暴行を家族や被害を受けた個人のために秘密にしておくという保護
でなく、お金の力が刑法の効果に対して決定的となった事件が、(やはり
少なからず〉生じた。
これと全く同じように、ある控訴裁判所の所長が次のように述べている.
世間一般の法意識を特に侵害しているのは、まさに 14歳未満の子どもと
の民道徳的行為が継続的に行われた場合である。なぜなら、その〈両親ま
たはその他の代用人〉は、お金やその他の利援によって告訴を申し立てな
いことを決断させられたからである。
さらに、以下の事案が報告されている;
「未婚火性である Gは、 1871年4月9日の復活祭の朝、 Gの家の公衆が
自由に立ち入りできる緑地で、 Oのところへ行く途巾に、 5人の男性に不
意に襲われ、彼らのうちの4人が少久・の手と足そして喉を押さえている
聞に5人目が性交を行うという方法で、彼らに5凶にわたって暴力を用
いて性交させられた。これは、(公然と行われた〉。
Gは、告訴を申し立ててから撤凶し、それをさらに2凶繰り返したが、
その後、正式起訴となる前に正式に撤回した。そのため、陪審裁判所は、
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被告人たちを公衆の不快感の惹起〔現行刑法183条aにあたるもの〕で
しか処罰できなかっ
最後に、しばしば、(男性教員〉が、公的な授業の聞に学校で、その女性児
童と、一部では7歳の子どもと、わいせつな行為、特に性器を触るということ
によるものをわーった、という している。
このような事案では、男性教員が174条1項の重罪で審理に引き出された
ために、すべての参加児童が証人として重罪のすべての細部について裁判で尋
問されなければならなかったにもかかわらず、観念的競合によるより震い 176
条3頃の重罪では、それに必要な告訴が欠けていたために、処罰がなされるこ
とがなかった。
こうした似たような事例についての報道の様々な報告によヮて確認される
経験から、立法者が重きを置く被害者の叫びゃ差恥心に対する配慮は、この立
法理由が適用されない重罪を刑法的懲罰から逃れさせ、また、立法者の意図
とはまさに反対のみ法で利用される、という認識に至らざるをえない。もっ
とも、被害者およびその代理人には、その告訴権が排除された後も、密告権
[DenunziationsrechtJにおいて、その沈黙を買い取らせる機会がまだ残され
ており、また、そのため、問題視されている非難すべき振舞いを完全に防げ
るわけではない。しかし、見誤られではならないのは、犯罪者に不処罰jを承
認する、より正確に言うと、行為がすでに他の方法で知れ渡っている、また
は、それどころか公衆の不快感を惹起させた場合にも、それを承認する被害者
に与えられた力は、公衆の目に触れさせる必要すらないそのような恥ずべき和
解〔自chimpflicherVergleichJの締結を著しく容易にさせるということであ
り、また、このような方法で実現した不処罰が知れ渡ることは、法意識を揺る
がし、富める犯罪者に貧しき者とは別の基準が与えられるという意見を呼び起
こすようになるということである。
このことから生じる道徳上の危険は非常に切実なものであり、被害者の個人
の幸福への配慮は、もちろん、多くの事案では行われた犯罪を秘需にすること
もためになることではあるものの、後退せざるをえない。ところ
で、知れ渡っていない重罪が検事局の介入によって初めて被害者またはその代
理人の(意思に反して〉明るみに出されるという事案は頻繁には生じない。な
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ぜなら、そのような重罪は、通常、関係者による通報なしには検事局が知るに
吏らないからである。
このような理由から、問題となっている重罪は、晴樹程訴追(Of:fizialverfolgung] 
の原則に服することが必要であると考えられる。これが可能なのは、法案の提
案によって、その他の点では変更されない 176条および177条の最終項が削
除されるときである〔原注 1]。
それと同時に対象がなくなった 178条の最終項〔例外的な非親告罪規定〕の
削除をも法案が提案してはじめて、本提案の結論が可能となる。
(原注1]
オーストリア刑法典の最新の草案 (1874年)は、この場合に同様に告訴を
除外する (191条、 192条)。
(3) 非親告罪化の議論からの示唆
ト記の 1876 ける非親告罪化の理由付けには、次のような特徴がある。
第一に、学理ではなく実務 hの要請に基づくという点である。その具体例とし
て、重罪であるのに賠償金で処罰を免れるだけでなく加害者の貧富により賠償積が
大きく変わるという問題、重罪であるのに告訴を欠くだけで処罰できなくなる問題
(特に教員が加害者の事例)、子どもの被害に対して後見人である親が高額の賠償を
得るための道具になっている問題(いわゆる告訴権の滋用的行使)、 14歳未満の子
どもの被害に対して両親等がお金のために告訴の申立てを控えさせられてしまう
問題(圧力のおそれ)、公然と行われた被害であるので保護すべき秘密がない場合
でも起訴できない問題などが指摘されている。
第三に、それらの具体的な実務上の問題を踏まえて、被害者の保護という当該親
告罪規定の立法趣旨とは逆の方向で、被害者少kの法定代理人によって濫用される
こと(告訴権の激用的行使)を問題視している点である (128)。
第三に、特に秘情でない被害の場合、示談によって犯罪者を不処罰としてそれが
知れ渡ることは、法意識を揺るがし、刑罰凶避が貧宮の差によって決まるという問
題につながるとする点である。
第四に、被害を秘密にすることが最善の対応であるということを前提にして、他
人に知られていない犯罪被害はそもそも検事局に認知されないので、非親告罪化し
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ても問題が小さいとしている点である。
これらの点のいくつかは、わが同における性犯罪の非親告罪化の議論で示されて
いる考え方と大きく異なり、告訴権の濫用的行使の問題のように、むしろ逆のもの
さえ含まれる。したがって、ドイツにおける性犯罪が原則として非親告罪であると
いう事実のみを見て、わが聞も性犯罪を非親告罪イヒすべきであるとすることは、避
けられるべきである。
3 少年性的虐待罪における条件付親告罪規定(ドイツ刑法182条3・5
項)
1994年5月31円の第29次刑法一部改正法により、少年 (14歳以上16厳未満)
に対する性的虐待罪において条件付親告罪規定が導入された。ここでは、その立法
理由と同制度に対する評価を取り上げる (12fJ)。なお、前提として、①14歳未満
(絶対的保護年齢)の者に対する性犯罪は非親告罪である (176条以下参照)こと、
②ドイツでは告訴権の行使には行為能力が必要とされ、それを欠く場合には法定
代理人等が告訴をすることになる(刑法77条3項参照)ため、未成年者 (18歳未
満)本人は告訴をすることができないとするのが通説であること、③それとの関係
で、性犯罪の大部分は被害者が21歳 (1994年以前は 18歳)になるまで公訴時効
が停止する(刑法78条b第1項)が、その対象から 182条 .183条は除外されて
いることに留意する必要がある。
(一) 改正前の条文
1994年の第29次刑法一部改正前の|日 182条は、 14歳以上16歳未満の「少女」
[MadchenJに対する「性交誘惑罪(淫行勧誘罪)Jであり、「絶対的親告罪」で、
かっ、行為者との婚姻により訴追が排除されていた。改正前の条文は下記のとおり
である。
刑法182条 (1994年改正前)
(1) Wer ein Madchen unter sechzehn Jahren dazu verfuhrt， mit ihm 
den Beischlaf zu vollziehen， wird mit Freiheitsstrafe bis zu einem Jahr 
oder mit Geldstrafe Bestraft. 
(2) Die Tat wird nur auf Antrag verfolgt. Die Verfolgung der Tat ist 
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ausgeschlossen， wenn der Tater die Verfuhrte geheiratet hat. 
(3) 
(二) 条件付親告罪規定の立法理由
した立法理由は、立法理由香(130)に
よれば、次のとおりである。
「統一的な少年保護規定における職権犯罪または親告罪としての規定方法の
問題について、法律案が出発点とする考え方は、通常は公開である公判手続に
おいて少年が証人として犯行経過について供述をすることになった場合、刑事
手続を遂行することは少年にとって著しい負担が避けられないというものであ
るのこのことによって支持されるのは、刑事訴追は基本的に告訴に依拠して行
われるということであり、それは、このような方法によって両親またはその他
の親権者(刑法77条3項1丈を参照)に、彼らが最も良く知っている少年の
情緒的および精神的な発達の状況に応じて、犯罪行為の少年被害者を川事手続
での発牛。しうる不利益な結果から守る可能性を認めるためである。他方で、中
程度の犯罪領域における起訴法定主義の押戻し (Zuruckdrangen)に対する
根本的な疑念は別として、連邦憲法裁判所が強調する児童・少年保護の憲法上
の地位は、効果的な少年保護に対して公授がある限りで、職権による介入を刑
事訴追官庁に認めるよう要求している O 本法律案は、両者の祝点を考慮する
行為関係的メルクマール (tatbezogeneMerkmale) (強制状態の利用
(Ausnutzung einer Zwangslage)、対価の約束または保証 (Versprechen 
oder Gewahren eines Vorteils))に向けられている第1項の場合、刑事訴追
に対する公益は、通常は存在する。したがって、第1項は、職権犯罪として規
定された。これに対して少年被害者ーの発達状況が忍ー慮されなければならない第
2項〔現3項]の場合、行為は、原則として、告訴に基づいてのみ訴追される。
しかし、刑事訴追は、刑法183条2項、 232条1項1丈、 248条a、303条c
によるのと同じように、刑事訴追官庁が特別な公益のために職権による介入を
必要だと判断した場合、告訴が申し立てられていなくとも口J能とされるべきで
ある。このことは、何よりもまず、行為者が関連前科がある場合、特に容赦な
86 
ドイツの性犯罪における条件付親告罪規定(黒深)
いまたは非難すべき行為を行った場合、または、行為によって有害な影響をか
なりの規模で少年に引き起こした場合に、想定されることになるであろう。J
(三) 改正後の条文をめぐる評価等
(1) F. C.シュレーダー (1994年)
本改正について立法段階から数多くの論考を公にしていたF.C.シュレーダー
は、背景に隠された行為者保護、告訴の買取りと告訴によるゆすりの問題、被害が
明らかになった後に告訴による脅迫も起こりうることなどから、少年性的虐待罪は
非親告罪とすべきと主張する (131)。
…・・立法案起草者たちに裁判所構成法171条b.172条による公開の除外の可
能性と通常性がほとんど知られていないことはないであろうから、被害者の
表向きの保護の背後に、行為者の保護が隠されているという印象を受:~tる。な
ぜなら、告訴を申しずーでなければならない阿親 (77条3項)は、マスコミの
非常に効果的な 14歳保護年齢限界支持者による著しい圧力ににさらされるこ
とがわかるだろう(キ 14歳までなら完全に保護されるが、それ以 H土マスコ
ミの標的になる〕。さらに、この点で、一方では、まさしく告訴権の買取りへ
の促進が、他方で、告訴によるゆすりへの促進が存在する。立法案は、中程度
の犯罪領域での起訴法定主義の押戻しに対する疑念さえも想定しており・・
また、それに応じて、再び、「刑事訴追に対する特別な公訴」の場合に例外を
定める。検察局がこれをあえて肯定したとすると、マスコミの圧力が予想され
うる。それはそれとして、立法者は、行為者へ配慮したにもかかわらず、この
規則lによって刑訴法154条cによる保護とその配慮を行為者から奪ったとい
うことを、明らかに無視した。なぜなら、この規定は、虐待がさしあたり明ら
かにされたのちに告訴によって初めて脅迫される場合には、行為者の保護とは
ならないからである〔キ事件は明るみに出てしまっているし、告訴によって脅
迫もされる〕。
(2) シュテファン (2002年)
これに対して、少年に刻する性的虐待に関する研究書を著したシユテファンは、
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少年保護の立場から、第1項も含めて絶対的親告罪とすべきと主張する (132) [原
i主は原則として割愛した〕。
まず、シユテファンは、第1項と第2項〔現3項)の差違についてのすJ去者の根
拠付けには、従うことができないとする (133)。
……これらの規定はいわば刑事訴追に刻する公益と刑事手続に巻き込まれない
少年の利投との聞の統一的な衡量 [einheitlicheAbwa♂mgJに基づいてい
る・・・"・・。
立法者は、第1項で、公の刑事訴追利主主について、連邦憲法裁判所が強調す
る児童・少年保護の地位に注目した。……〔原注663: [しかし、)メルクマー
ルの行為関係性は、必然的に行為者関係的ないし被害者関係的状況よりも重み
があるとは限らず、したがって、公の刑事訴追利益を宵定することにならなけ
ればならないわけでRはな
……1法理由に含まれた効果的な少年保護の基準は、第1項にも第2項〔現
3項)にも及ぶため、当然の帰結として、それぞれの項の、または職権犯罪もし
くは相対的親告罪としての「統一的な」規定に至らなければならなかったであ
ろう 3
次に、職権による介入に対して、少年被害者の負担と第1項との比較から、疑念
を提示する (134)
は、)少年被害者は、その意思に反しでも、場合によって
はこのような著しい負担を必然的に伴いうる刑事手続に巻き込まれうる、例え
ば、証人として犯行状況について陳述をしなければならないとした場合である。
しかし、それゆえに刑事手続と結びついた少年の二次被害の危険は、……第3
項〔現3項]の場合に限られない;むしろ、少年は、第1項の場合においても、
このような危険にさらされており、その結果、そのような危険は、第1項および
第2項(現3項〕の場合について、同じ程度に、公の刑事訴追利益と
ら外れるとともに損害を賠償されるべき少年の利益との問の利益衡量において、
一緒に考慮されなければならない0 ・
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そのような(行為結呆と並んで追加となる)刑事手続による少年の負担の危険
があ をその意思に反しでも な
しミ。
このことは、少年を被害から守ることがまさに重要であるべきとする 182条
の保護日的とも矛属するだろう。
そして、絶対的親告罪とすべき積極的理由として、両親その他の親権者の教育的
な判断の観点を提示するとともに、異議権での対応も可能とする (135)。
……両親またはその他の親権者 (77条3項)に、すべての事案において、彼
らの最も良く知る少年の精神的・知的成長の状態に応じて、少年が刑事手続へ
の参加を望むか、あるいは、教育的な親権上の手段によって反対に進みたいか
を、自ら判断する可能性が認められよう。
少年被害者の利益は、十分にこの意味においても、 194条を手本として異議
権 [WiderspruchsrechtJを認めることによって、守られよう。
さらに、想定される批判に対して、次のように答える (136)。
(親告罪では社会に有害な行為を処罰できないとの批判があるが、〕それに
従うことができない。少年は、重大な侵害に対して、無防備に立たされるわけ
ではない。
一方では、告訴権者は、疑念を持ちつつ告訴権を行使しうるし、
182条の枠組みを超える重大な虐待事件において、職権犯罪として規定されて
おりそのために職権による介入が可能となるであろう他の犯罪構成要件が実
現される。
したがって、公衆の処罰要求も、十分に考慮されることになろう。
〔告訴権が両親等のみに認められることに批判があるが、J77条3項による
告訴権の拡張または変更には、……合浬的な要求が存布しない。……経験的
な知見によれば、両親が責任を恵;識してその子どもの利益になるように告訴権
を取り扱うことから出発しうる。〔改行〕両親は、通常、その少年と最も親密
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な関係を持ち、最も正確にその情緒的・感情的な状態を知り、それゆえ、どれ
ほど強く少年がすでに行為によって損害を与えられたか、また、両親が刑事手
続によるさらなる場合によっては著しい負担の危険にその少年をさらしうる
か、そして、それを望むか否かの判断を、一番早く準備でき、助けることがで
きるコ〔改行〕他方で、両親は、子どものそのような壊まない接触をやめさせ
るため、刑法を頼りにはしない。両親は、これを自分たちが自由に用いるこ
とができる民法1632条2項による「交際禁止」という民事法上の手段によっ
ても達成しうるだろう。……両親のゆすり行為の危険は、刑事訴訟法154条c
の規定によっても生じるだろうし、それは何よりも、両親が行為者に知られて
いる場合に生じうる。.
・〔少年にも告訴権を認めるべきとする批判があるが、〕……原則とし
て、少年被害者が行為によって場合によっては著しい心的外傷を負っている
重大な可能性が考慮に入れられなければならないだろう。……(少年は、精
神的負担により、〕事実 kの権利放棄に対する補償金を得ることができないだ
ろうし、……刑事手続の可否について主しい判断をすることもできないだろ
う。……さらに、少年が判断の際にたいていは根拠のない社会的報復措置の
不安やその他の不安感・差恥心によって誘導されうる危険も存在する…… 3
(3) 最近のコンメンタール等での評価
① LK (第12版)/ヘアンレ (2010
性犯罪に関する研究論文を数多く著しているヘアンレは、被害少年の刑事手続上
の負担を両側面から考慮し、現行の条件付親告罪規定に賛成する (m) (( )での
強調は原文イタリック、原注は原則として割愛〕。
-一方で〈職権犯罪〉、他方で(親告罪との問での根本的な判断〉が問題とな
る限りでは、立法理由 (BTDrucks.12/4584， S.9)は、(説得力があるわす
なわち、刑事手続の遂行は、 182条3項の場合には、被害を受けた少年にとっ
て負担が重い。構成要件は自己決定の欠如を少年について証明することを必
要としているので、その個人の能力の不足の討議が不日J避であるのみならず、
無能力 (Versagen]の証明が関係者の自己イメージにとって苦痛となりうる
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ということでもある。したがって、刑事訴追の遂行を被害者がこれを望むかど
うかに左おされずに行うことは意義がある。
また、例外的に職権訴追が認められる「刑事訴追にj付する特別な公益」について、
未成年者の傷つきやすきを根拠にして、非常に限定的に連用すべきとする (138)。
〔例外的な職権訴追は、)未成年者の傷つきやすさ [VerletzlichkeitJのため
に、(限定的に〉適用されるべきであろう。容赦のないまたは特に非難すべき
振舞いのみでは、被害者の判断に反して職権で刑事手続を開始するためには十
分ではない。特別な公訴が肯定されうるのは、振舞いが個々の具体的な事例を
超え、危険な規模が想定される場合、例えば、行為者が計画的な方法でその権
力的地位を利用して複数の少年を虐待した場合のみである。
②MK (第お版)/レンツィコフスキー(匁012
性川法改革について研究論文を数多く著しているレンツイコフスキーは、現行規
定のすJ去趣旨は大いに疑問ありとする (139) [原注は原則として割愛)。
……不可罰という代償を払い、裁判所構成法171条b.172条が定める証人保
護の可能性があるにもかかわらず…・・ [182条1項・ 2項が非親告罪となり、
同条3項が親告罪となる〕差速の根拠付けは、 182条1項および2項の場合、
少年の内密な生活に関する討論による二次的な心的傷害を甘受することにな
るため、納得できない。他方で、自己決定による性生活について無能力である
者に対する虐待は、強制的状況の利用または対価の支払いによる自律の侵害よ
りも、違法性が低いものではない。告訴要件は、両親に、望まれない性的接
触をやめさせるための究極の教育的手段を委ねる可能性を非常に大きく開く
ーーイ可といっても、少年自身は同意しなくてもよいのだから。
他方で、例外的に職権訴追が認められる「刑事訴追に対する特別な公益Jについ
ては、立法段階の説明に近い説明をしている (140)。
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〔特別な公益の判断は、〕所轄の刑事訴追官庁の裁量に委ねられる……。特別
な訴追利益は、 、関連前科の場合に肯定されうるだろうが、その場合に
66条3項による保安監置での収容が問題となる場合はなおさらである。さら
に、被害者に対する著しい事後損害またはわ為者の特に容赦ないもしくは非難
すべき態度が、刑事訴追を要求することになる。これに対して、 182条4項に
より刑が免除されうる行為の場合には、特別な公益は考えられない。
4 補論一一露出症行為罪における条件付親告罪規定(ドイツ刑法183
条1・2項)
ドイツ刑法では、露出症行為罪も条件付親告罪とされている (183条1・2項)。
強姦罪の非親告罪化の議論との関係では、犯罪の態様・性質が異なるため、直接参
考にすべきとは必ずしもいえない。しかし、条件付親告罪という制度を理解し、ま
た、少年性的虐待罪における条件付親告罪規定との比較をしてその本質を理解する
ためには、露出症行為罪における条件付親告罪規定も、その構造と立法趣旨を確認
しておく必要がある (141)。
(一) 改正前の条文
1973年の第4次刑法改正前の旧 183条は「公衆の不快感の惹起J[Erregung 
offentliches ArgernissesJ (現桁刑法183条aを参照)を定め、非親告罪(職権
犯罪)であった。
(ニ) 改正とその理由
1973年 11月23円の第4次刑法改正法により、非親告罪である「公衆の不快感
の惹起」から、「露山症行為」を分離独立させ、条件付親告罪とした (183条1・2
項)。その立法理由は以下のとおりである。
(1) 第4次刑法改正法草案の立法理由
~初の第 4 次刑法改正法草案 (1972 年 12 月 4 日)に付された立法理由の要骨
は、次のとおりである (142)。
原則として告訴を必要とする主たる理由は、露伴I症行為は通常は重大でRはな
い犯罪であるという学術的知見、すなわち、〈犯罪の軽微性〉である。また、
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親告罪によって、無害な事案と重大な事案とを区別することを期待する。
他んで、ほとんどの露出症患者は病的な衝動のもとで行為するという学術的
知見から、職権による川事訴追を可能にして(露出症患者の治療〉を促進すべ
きである。
例外的に職権訴追が認められる i(特別な)公主主」が肯定されるのは、例え
ば、行為者が刑事手続の圧力下でのみ治療を受けると想定される場合である。
(2) 特別委員会報告書
上記の第4次刑法改正法草案については、同特別委員会による検討を経て報告書
がまとめられた。その要旨は次のとおりである (14:l)。
露山症行為によって迷惑を掛けることは比較的軽い犯罪である。
原則として告訴を必要とする理由は、露出症患者が(些細な迷惑行為〉のみ
を引き起こして(再犯のおそれ〉がなし 有罪判決をする必要がないた
めである。
例外的に職権訴追を認める事案は、告訴が告訴権者によって申しす‘てられな
いが、捜査機関に露出症行為が認知されており、かつ、露出症患者が将来に同
じかさらに重い性犯罪を行う傾向があり、至急治療が必要であるという事情を
知った事案、「一般予防の観点Jから特別な公援を肯定しなければならない事
案である。
(3) r刑法改正特別委員会の報告と提案J
さらに、「刑法改正特別委員会の報告と提案J(1973年5片7円)によって、「衝
動的な動因」による露山症に対して、特別な規定によって刑事制裁を可能にすべき
旨が言及されている (144)。
(三) 改E後の条文をめぐる評価等
露出症行為罪の条件付親告罪規定については、一部から批判的な評価が寄せられ
ている。例えば、ベンツ (145)およびヴイネン (146)は、次のように批判し、同罪を
非親告罪化すべきとしている。まず、無関心な第三者への露出症行為であれば、告
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訴を必要とする理由カf説得力に欠ける。また、治療が必要な衝動的動因が通常であ
ることを考慮すると、職権による刑事訴追が原則であるべきである。さらに、軽微
犯罪であるのならば、些細な事件における刑訴法 153条による手続の打切りの可
能性を検討すべきである。
(四) 少年性的虐待罪における条件付親告罪規定との差異
少年性的虐待罪における条件付親告罪規定との最も大きな差異は、それぞれが原
則として親告罪とされる珂ー由にある。少年性的虐待罪では被害少年の保護が主た
る関心であるのに対して、露出症行為罪では犯罪の軽微性が主たる関心とされてい
る点である。
試論一ーもう一つの選択服としての条件付親告罪制度・
条件付異議申立制度
以上のドイツの性犯罪における条件付親告罪制度の検討を踏まえ、わが困の性犯
罪の親告罪規定に対する新たなもう -つの選択肢としての条件付親告罪制度の可
能性について検討を加える。ただし、紙幅の制約と未検討の課題があることから、
本論文では試論にとどめる。
1 親告罪、非親告罪、その中間の選択肢
国家による刑事訴追・起訴のシステムと犯罪被害者等との関係を考えた場合、い
くつかの選択肢が考えられる。最も対秘にあるのが、国家による(会件送致.~件
起訴)と一般市民による〈私的制裁〉であるが、その中間的形態がいくつか想定で
きる。それらのモデルを犯罪被害者等の主導権の強度に着目して順に並べると次
のようになる。
①「全件送致・起訴」
裁判所が犯罪対応の実質的な判断をする。 きない。
②「職権犯罪/非親告罪」
94 
ドイツの性犯罪における条件付親告罪規定(黒深)
検察官が訴追判断をする。被害者の意思は、検察官の訴追判断に取り込まれう
る。起訴法定T.義と起訴便宜主義でその程度は異なる。
③「条件付親告罪/条件付異議申烹制度」
被害者等が告訴しなければ、検察官は原則として訴追できないが、特別な公益が
あると判断すれば職権訴追できる。訴追方向での告訴制度を用い
のほかに、不訴追方向での異議申立制度を用いた条件付異議申立制度(ドイツの第
33次刑法一部改正で検討されたもの)がある。
④ 
検察官が原則として職権訴追可能だが、被害者等の異議があるときは検察官は訴
追できない。韓国での導入・廃止例(147)、ドイツの侮辱罪 (194条)がこれにあ
たる。
⑤「親告罪(絶対的親告罪)J 
被害者等が告訴しなければ、検察官は訴追できない。
⑥「私人訴追(ドイツ型)J
検察官が訴追しなくても、被害者等が訴追できる。 f也)-jで、検察官は公益がある
と判断しなければ訴追できない。
⑦「私的制裁」
国家機関は関与しない。
わが国における性犯罪の非親告罪化の議論では、②「職権犯罪/非親告罪」から
⑤「親告罪(絶対的親告罪)Jまでの中間形態③と④のうち、④「反意思不罰罪/
異議申立制度」については、法務省検討会の議事録から、検討の様子がうかがえる。
しかし、③「条件付親告罪/条件付異議申立制度」については、法制度を簡潔に紺
介した配付資料はある (148)ものの、正面からの検討がなされていないようである。
条件付親告罪と反意思不罰罪との追いは、被害者の意思に反した職権訴追が可能
な点にある。その意味で、条件付親告罪は、職権犯罪/非親告罪により近いという
ことになる。
他方で、条件付親告罪は、不訴追という被害者の意思を尊重することが、法制度
として明確化される。そのうえで、そのような不訴追という被害者の，盲、思に反しで
も、公益の観点からやむを得ずに訴追をするという、国家による刑罰の本質が現れ
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ている。逆から言えば、純粋に非親告罪化した場合、不訴追方向での被害者の意思
る重要な法的根拠合失うことになる。
今回の性犯罪の非親告罪化をめぐる烹法議論の局面では、刑事訴追過程での二次
被害対応が十分になされ、被害者が充分な支援を受けて完全に自由な意思決定がで
きる状態に至ったと仮定して、それでもなお、被害者が訴追を認まない場合に、性
犯罪を訴追すべきか否かが問われているというべきである。少なくとも、国外から
の要請は、そのような場合でも、職権による訴追を求めているように見受けられる。
これに対して、法務省検討会や法制審性犯罪部会では、その場合に、むしろ訴追を
しないという運用にすべきであるという方向へと議論が進んでいる。もしそのよ
うに運用するのであれば、特に性犯罪においてそのような運用が行われるべき具体
的な法的根拠まで含めて検討されるべきである。他方で、被害者が訴追を望まない
場合に訴追しないという運用が定着したとすると、今回の立法議論の大きな動機と
なっている(加害者側からの圧力のおそれ)がやはり残されてしまうことになる。
とはいえ、性犯罪の親告罪規定を維持した場合の被害者の負担に関する実務・臨
床による指摘はそのほとんどが校法政策において考慮されるべきものである (149)。
ぞれゆえ、私は、性犯罪においては、親告罪規定を維持するよりは、非親告罪化し
た方がより良いとの結論に至った。問題は、純粋な非親告罪よりも少しでも良い選
択肢がないか、そして、条件付親告罪または条件付異議申立制度がその一つの選択
肢になりうるのかである。
2 立法論としての条件付親告罪制度・条件付異議申立制度、運用上の
留意点
仮にわが闘で条件付親告罪を採用しようとしたとき、そこには少なからぬ課題が
ある。ドイツでは、条件付親告罪の問題点として、①親告罪の本質との矛盾、②
「刑事訴追に対する特別な公益」の判断の不確実性(恐意性)、③私人訴追制度との
劃断などが指摘されている (150)。さらに、条件付親告罪は、その拡大につれて変
化が見られるものの、④元今は構成要件上は比較的軽微な犯罪に用いられる制度で
あったという点が挙げられるの
これらの問題点のうち、①については、本論文三 1で述べた。③については、わ
が国はドイツ型の私人訴追制度を採用していない。④については、ドイツにおいて
も制度の適用範囲が変化してきているとともに、制度そのものの構造に問題がなけ
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れば、日本独自の制度として採用することができる。そこで残されるのは、②職権
訴追の基準の問題である。
職権訴追の基準については、何よりも、刑事訴訟法248条との関係が問われる。
条件付親告罪を導入した場合、例外的な職権訴追の基準が検察官の訴追裁量をト乗
せで制約することになるためである。さらに、適切な例外的職権訴追の基準は具体
的には何かという問題が生じる。ドイツ法でいう「刑事訴追に刻する特別な公益」
の内実が明らかにされ、わが国の訴追システムに沿った内容の基準が求められる。
それらの問題が克服された場合、例外的な職権訴追の基準が適正に運用されるた
めには、司法審杏を;及ぼすことが必要である (151)。それによって、慎重な運用に
より訴追裁景が適正化されるだけでなく、よりいっそう不訴追方向での被害者の意
思にも配慮した運用が実現されることになる。
他方で、条件付親告罪制度は、前述のとおり、ドイツにおける 1997年の第33次
刑法一部改正法の立法段階で議論された条件付異議申立条項と類似している。そ
れゆえ、同制度の導入が見送られた理由にも留意しなければならない。しかし、被
害者に対する圧力のおそれ、行為者の悔悟は一時的で、あること (152)などの実務・
臨床的観点からの課題は、職権訴追の可能性が残されているため、非親告罪とした
場合に比べても大きくはないと考えられる。なお、条件付親告罪と条件付異議申立
制度の差違は、親告罪制度との関連に着目すると、前者が原則として親告罪である
のに対して、後者が原則として非親告罪である点にある。その意味で、後者の場
合、用論上は、訴訟条件としての性質が前面に出るため、犯罪としての軽微性の問
題を回避しやすいという利点があるが、異議申立をしでもなお職権訴追が可能なた
め、その構造上、被害者の意向と公的訴追判断が正面で衝突することとなる。その
点を甘受すれば、条件付親告罪制度のほかに条件付異議申立制度も立法論として検
討対象になりうるの
むすびにかえて
本論文は、件ー犯罪においては、親台罪よりも非親符罪の方が適切であるが、
侍罪よりも適切な選択肢として、条件付親符罪制度(または条件付異議申立制度)
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を検討すべきであるという結論に至った。
しかし、条件付親告罪が非親告罪と比べて良い選択肢だとしても、
はない。性犯罪において、刑罰システムとの関係での犯罪被害者の保護・支援とは
一体何なのかという、最も重要な課題が解決されていないからである。
性犯罪について、犯罪原因論としての関係犯罪論のみならず、犯罪対応論として
の関係犯罪論をも視野に入れたとき、被害予防、被害拡大防止、直接的な被害の回
復に加え、あるべき人間関係の再構築も必要不可欠である (153)。他方で、刑罰は、
その威嚇力によっては顕在的被害を予防できなかったという決定的かつ本質的な
矛盾のほかに、顕在的被害者にとって将来に向けての効果・機能が限定されている
とともに、潜在的被害者にとっての被害予防のための抑止力も完全ではないという
問題がある。また、被害としての顕在化(適切な支援、対応、場合によヮては介
入)と犯罪としての刑罰化とは必ずしも同義ではないことにも留意すべきである。
それゆえ、仮に刑罰が必要であるとしても、被害者に対する二次被害や負担が極小
化されたうえで、あるべき人間関係の再構築を可能な限り阻害しないかたちで、あ
くまで最終手段として用いられるべきであるとの理念・運用が放棄されてはならな
いように思われる。
※ 本論文は、科学研究費補助金・若手研究 (B)課題番号26780043i条件付親
告罪制度からみた刑事訴追に対する公主主と犯罪被害者の権利の限界Jによる研究
の成果の一部である。
注
(1)本論文は、 2015年10月311:lにドイツ・ゲッテインゲン大学において開催された「第10
回在独若手刑事法研究会」での報告原稿を加筆・修正したものである。
(2)法務省・性犯罪の罰則に関する検討会 n-性犯罪の罰則に関する検討会」取りまとめ報
告書j(2015年8月7日)(http://www.moj.go.jp/contentlOO 1154850. pdf)および同検
討会Webサイト (http://www.moj・go.jplkeiji11k吋i12_00090.html)(2015年12月15
日最終硲認)[以下、特に記載がない限り、 Webサイトの最終確認、日は同日である〕を
参照。また、井田良「性犯罪処罰規定の改正についての覚書」慶鷹法学31号 (2015年)
43頁以下も参照。
(3)法務大臣「諮問第101号J(http://www.moj.go.jp/contentlOO 1161366. pdf)。
(4)法務省「法制審議会第175回会議(平成27年10月9日開催)J (http://www.moj.go.jp/ 
shingiνshingi03500026.html)。
(5)法務省「法制審議会刑事法(性犯罪関係)部会J(http://www.moj.go担IshingillshingikaL
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seihan.html)。また、第1回会議の議事内容・配1-J資料等については、同「第1回会議(平
成27年11月2日開俄)J (http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji12ρ0122.htmDを参照c
(6)拙稿「告訴権・親告罪の法的性質に関する一試論一一民親告罪における告訴は訴訟条1'nこ
すぎないのか一一」富大経済論集51巻1号 (2005年)18頁以下。
(7)拙報告「犯罪被害者と刑事司法過程との関係のあり }j一一骨訴・親告罪帝[J皮を参考にして
一一」日本被害者学会第四同学術大会(京都産業大学、 2008年6月14日)での何別報
告(同報告原稿を加筆した論文として、1'1出稿・被害者学研究19号(2009年)50頁以下)。
(8)拙稿 i(判批)強制lわいせつ被害について告訴当時10歳11か月の被害者の告訴能力を南
定した事例(名古屋高金沢支判平24・7・3裁判所ウェブサイト)J刑事法ジヤ「ナル35
号 (2013年)184頁。
(9)ドイツにおける条件付親告罪制度の概要について、拙稿「ドイツにおける条件付親告罪
の構造と問題点」法律論叢77巻4・5合併号(菊田幸一教授古稀記念論文集)(2005年)
59頁以下を参照。
(10)霞信彦「明治初期刑事法の基礎的研究J(慶麿義塾大子ー法学研究会、 1990年)161頁以下
および183頁以下、特に 198兵を参照。なお、強姦罪合除外する点について、拙稿「明
治初期の告訴権・親告罪一一刑事実休法における関連諸規定の概観一一」富大経済論集
52巻2号 (2006年)308頁に誤認があったので、訂正する。
(11)同法について、河井信太郎「刑法、刑事訴訟法の一部改正・暴力関係立法について」法曹
時報10巻5号 (1958年)670頁以下等を参照。
(12)同法について、松尾浩也編著『逐条解説犯罪被害者保護二法j(有斐閣、 2001年)、「特集
犯罪被害者保護関連六j去の成立と展望」現代刑事法2巻11号 (2000年)4頁以下等を参
照。
(13)同法について、松本裕=佐藤弘規「刑法等の一部を改定する法律について」法曹時報57
宅設4号 (2005年)1035頁以ト等を参照。
(14)わが匝の性犯罪における親告罪規定の歴史的変遷について、高島智世による一連の研究
(同「近代日本における性犯罪規定の成立とその構成ー旧刑法編纂過程における議論の歴
史社会学的分析-J金城大学紀要2号 (2002年)95頁以下、同「性侵害犯罪における
親告罪の意味づけ-1958年刑法改正の国会会議録そ用いた言説分析-J余城大学紀要7
~. (2007年)105頁以下、同「強姦罪はなぜ親告罪なのか? 刑法言説における「被
害者の利袷」が意味するもの」女性学16号 (2008年)68頁以下、同「性犯罪における
被保護者等規定とその排除の論理一一旧刑法編纂から一連の刑法改正事業の議論を題材
に」ジェンダーと渋No.12(2015年)181頁似下)が、鹿史社会学およびジェンダー法
学の立場から詳細な分析をしている O なお、告訴権・親告罪市[J度の歴史的変遷について、
州稿「告訴権の歴史的発展と現代的意義」法学研究論集団号 (2003年)1頁以下、同
前掲注(11)297頁以下、同「明治初期の告訴制度の形成過程一一刑事手続法における関
連諸規定の概観一一J富大経済論集53巻2号 (2007年)183頁以下も参照。性犯罪に
関する刑事実体法の歴史的変遷について、成il質事典 1性的自由に対する罪Jに関する基
礎的考察」斉藤豊治=青井秀夫編「セクシユアリティと法j(東北大学出版会、 2006年)
251頁以下、谷田川知忠「性的自由の保護と強磁処罰規定」法学政治学論究46号 (2000
年)507員以下も参照。
(15)例えば、岩w度予「性犯罪規定の見震しJ神奈川法学43巻1号 (20101'.)137頁以下、
柴川守「性犯罪の非親告罪化と被害者保護」被害者学研究24号 (2014年)29頁以下、
同「性犯罪の親告罪規定と公訴時効」女性犯罪研究会繍『性犯罪・被害 性犯罪規定の
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見直しにI"jけてJ(尚学社、 2014年)167頁以卜、高島・前掲注(15)女性学16号68頁
以下、角田由紀子「性暴力犯罪被害者の抱える問題一一弁護実務の観点から一一」刑法
雑誌40巻2号 (2001年)218頁以下、同『性と法律一一変わったこと、変えたいことJ
(岩波書肩、 2013年)162頁以下およびそれらに引用・参照された文献等を参照。
(16)法務省検討会および法制審件犯罪部会での配付資料のうち、性犯罪の非親背罪化に関
するものは、下記のとおりである(法務省検討会・前掲注(2)、特に同配付資料一覧
(http://www.moj.go.jp/content!OO 1155556. pd島、法市Ij審性犯罪百1会・前掲注(5)第1回
会議を参照)。法務省検討会での資料を「検」、法制審性犯罪部会での資料を「審」とし、
各資料番号をそれに付した。また、法務省検討会のヒアリング出席者および各委員の資
料にも、性犯罪の非親告罪化に言及したものがある。
検一/審1 自問第 101サ
検4/審2 第3次男女共同参画基本計画(抜粋)
検5/審3 男女共同参画会議・女性に対する暴力に関する専門調査会による報告書
(i女性に対する暴力」を根絶するための課題と対策~性犯罪への対策の
推進-) (抜粋)
検6/審4 平成 16年及び平成22年刑法等改正の概要(附帯決議を含む)
検7/審5 国連の各人権委員会による性犯罪の罰則等に関する最終見解
検ー/審6 自由民主党女性活躍推進本部提言(抜粋)
検 /審7 性犯罪の罰則に関する検討会J取りまとめ報告害
検13/審23 性犯罪の親告罪に関する主要国の法制度の概要
検 14/審24 性犯罪が親告罪とされた理由等について
検出/審ー 警察における性犯罪の認知・検挙件数の推移(昭和26年~平成25年)
検出/審一 性犯罪における親告罪と非親告罪の類型について
検17/審一 現行法において親告罪とされている罪名について
検 18/審25 親告罪の不起訴理由等に関する統計
検 19/審ー 低年齢であることを理由として告訴能力の布無が問題となった事例
検ー /若手席上 第175固法制審議会における諮問第 101号に関する御発言の概要
(17)法制容性犯罪部会・前掲涼(16):事4、60
(18)法制審性犯罪部会・前掲注(16)審2、3、5。さらに、法制審性犯罪部会の第 1回および第
2回会議での配付資料とはされていない国連の各委員会による指摘がある。 2013年5月
の国連・拷問禁止委員会の最終見解は、 ikt生に対する暴力とジェンダーに基づく暴力」
の項同において、「性犯罪を訴追するために刑法が被害者の告訴を要件としていること
に懸念を表明する(第2条、第四条、第四条、第 14条及び第四条)oJとし、「委員会
は、被害者の告訴がなくとも性的暴力の罪が訴追されるよう確保されるため、法律を改
正することを締約国に求める」とする(国連・拷問禁止委員会/外務省仮訳「委員会に
よって第50回会期に採択された日本の第2回定期報告に関する最終見解 (2013年5月
6-31日)J (CAT/C/JPN/CO/2) (http://www.mofa.go・jp/mofaj/files/000020880.pdfi
パラグラフ 20)がある。
(19)前掲注(12)を参照。
(20)椎橋降幸「性犯罪の骨訴期間の撤廃J研修626号 (2000年)13頁以下。
(21)法制審議会刑事法部会「第76回会議議事録J(1999年11月5日開催)(http://www.moj. 
go.j p/shingillshingi_991105-1.html)。
(22)以下の事務当局の説明について、法制審議会刑事法部会・前掲注(21)第76回会議議事録。
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(23)法制審議会刑事法部会第76回会議の議事録は、匿名化処理されている。ただし、この発
言は、「より専門的なお立場で」の発言を求められた委員によるものであり、発言者は刑
事(訴訟)法研究者であると推測される G
(24)法制審議会刑事法部会・前掲注(21)。
(25)法制審議会刑事法部会・前掲注(21)。
(26)衆議院本会議での議論について、「第147阿国会衆議院会議録第24号(平成12年4月
13日)J官報号外同日 4頁以下、「同28号(平成12王手4月21日)J官報号外同日 1頁以
下。衆議院法務委員会での議論について、「第147回同会衆議院法務委員会議録第12号
(平成12年4月14日)J1頁以下、「同 13号(平成12年4月18日)J1頁以下、「同 14
号(平成12年4月21日)J1頁以下を参照(漢数字は算用数字に置き換えた。国会での
議事録は、同立同会阿著書館「同会会議録検索システムJ(http://kokkai.ndl.go.jp/)で閲
覧可能である。以下同じ。)。
(27) 1第147回国会衆議院法務委員会議録第11号(平成12年4月7日)J1頁以下を参照。
(28)衆議院法務委員会・前掲注(27)2頁以下。
(29)衆議院法務委員会・前掲j主(27)6頁以下。
(30) 1第147回国会参議院会議録第20号(平成12年4月26日)J官報号外同日 11頁。
(31)参議院・前掲注(30)12頁。
(32) 1第147四国会参議院法務委員会会議録第四号(平成12年5月9日)J10頁。
(33) 1第147回国会参議院法務委員会会議録第11号(ず成12年4月27円)J、「同 12号J. 
前掲注(34)、「同 13号(平成12年5月11日)Jを参照。
(34) 1第147阿国会参議院会議録第23号(平成12年5月12日)J官報号外同日 13頁を参
照。
(35)前掲注(12)を参照。
(36)ド ーいわゆる共同形態のもの、集団形態のもの、俗に言う輪姦ということになります
が、それが親告罪から外されましたのは、昭和33年の刑法改正の際に、こういったもの
について非常に悪質性・重大性が高い、したがって強姦罪については被害者の心情もおも
んばかる必要があるので、通常は親告罪だが、これだけ悪質性・重大性が強いものについ
ては、処罰するかしないかをひとえに被害者がf号訴するかしないかにだけ任せるわけにも
いかないという当時の立法意思で、これが親告罪から外されたと理解しています。した
がって、 般類型としてこの穐のものが違法性・重大性・悪質性が高いということは、そ
の当時の立法の段階から既に御認識いただいていた、それが立法意識であったというふう
に思われるわけで、す。J(法務省「法制審議会刑事法(凶芳、・ 3重大犯罪関係)部会J(第21口1
2004年5月17日)(http://www.moj.go.jp/shingi1/shingL040517-1.html)議事録)。
(37)法務省「法制審議会刑事法(凶忠重大犯罪関係)部会J(第1ロ12004年4月19日~第51口l
2004年7月30日)(http://www.moj.go.jp/shingillshingil:eijil:youakujndex.html) 
を参照。
(38) 1第161国会衆議院会議録第7号(一)・(ー ) (平成16年11月2日)J官報号外向日 2
頁以下、「同 12号(平成16年11月18日)J官報号外同日 1頁を参照。
(39) 1第161回国会衆議院法務委員会議録第8号(平成16年11月16日)J15頁。その他
の議事録として、 I1可5号(半成16年11月9日)J8頁以下、 I1可6号(半成16年11月
10日)J1頁以下、「同7号(平成16年11月四日)J1頁以下合参照。
(40) 1第1611口l国会参議院会議録第8号(平成16年11月19日)J官報号外同日 1頁以下、
「同 10号(平成16年12刀1日)J官報号外同日 2頁以下を参照。
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(41) ["第 161回国会参議院法務委員会会議録第 10号(平成 16年11月30l:I) J 39頁以 1"。
問委員会では、昭和33年改正の立法服旨に関する質疑が行われている (1百J36頁以下)。
その他の議事録として、「同第9号(平成 16年11月25日)J25頁を参照。
(42) 2010年の公訴時効の 部撤廃・再延長については、「特集公訴時効制度改革」ジュリス
ト1404号 (2010年)44員以下等を参照。
(43)法務省「法制審議会刑事法(公訴時効関係)部会J(第1同2009年11月16日~第8同
2010年2月8日)(http://www.moj.go.jp/shingillshingi]{:ouso-.index.html)を参照。
なお、公訴時効の一部撤廃・延長の遡及適用との関係で、親告罪を非親告罪化した場合
との比較が行われている(同・第31ロ|議事録30頁以下を参照)。
(44) ["第 174回国会参議院会議録第 16号(平成22年4月14日)J官報号外同日 2頁以下。
(45) ["第 174回開会参議院法務委員会会議録第 10サ(平成22年4月13l:I) J 17頁以卜 O
なお、その他の議事録として、「同7号(平成22年4月1日)J1頁以下、「同8号(平成
22年4月6日)J1頁以下、「同9号(平成22年4月8日)J1頁以下を参照。
(46) ["第 174回国会衆議院会議録第26号(平成22年4月27日)J官報号外同日 1頁以下
を参照。
(47) ["第 174回国会衆議院法務委員会議録第 10号(平成22年4月27日)J18頁。なお、
その他の議事録として、「同7号(ヤー 成22年4月16円)J22頁、「同8号(平成22年4
月20日)J1頁以下、「同9号(平成22年4月23日)J1頁以下を参照。
(48)第5回円本政府報告には、親告罪である性犯罪の告訴期間の撤廃についての記述がある
が、性犯罪の非親告罪化に関する記述はない(外務省仮訳「市民的及ぴ政治的権利に関
する国際規約第40条1(b)に基づく第5同政府報告(仮訳)J (http://www.mofa.go.jp/ 
mofaj!gaiko/kiyakulpdfs/40_1b_5. pdf) (2006年12月)を参照)。また、第5凶日木政
府報告書に対する日弁連報告書にも、性犯罪の非親告罪化の記述はない(日本弁護士連合会
「周際人権(自由権)規約に碁つ3提出された第5回H本政府報告書に対するH本11'護士迎
合会報告書J(http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/koku自ailhumanrightsJibrary/
treaty/data/Alt_Rep_JPRep5_ICCPR_ja.pdf) (2007年12月)を参照)。
そして、同報告に関する自由権規約委員会の事前質問に対する日本政府回答におい
て、「締約聞は、家庭内暴力犯罪に最低耳IJ[法定刑の下限〕を導入し、又、家庭内暴力
を職権上の起訴を条件とする刑法犯罪〔非親告罪〕として扱う意向があるか示された
い。……」との質問に対して、「我が国では、家庭内の暴力についても、殺人罪、傷害致
死罪、傷害罪、暴行罪、逮捕監禁罪等の処罰規定の適用が排除されるものではなく、ま
た、起訴に当たって、被害者による告訴が必要とされているものでもないの」とl口l答して
おり、性(暴力)犯罪については言及していない(外務省仮訳「市民的及び政治的権利
に関する委員会からの質問事項に対する日本政府|ロl答(仮訳) (第51ロl政府報告審盆)J
(http://www.mofa.go.jp/mofaj!files/000031106. pdf) 15頁を参照)。また、同質問につ
いての日弁連の報告は、「刑法上の暴行持、傷害罪と同様、 DV防止法上の保護命令違反
罪は親告罪ではないが、 DV防止法の運用の実態(言い換えれば、 DV防止法上の保護
命令違反罪が被害者からの告訴の有無にかかわらず職権で起訴されているか否か)は、
未だ調査されていない。」と述べる(日本弁護士連合会 1日本からの第5固定期報告に
関連して検討すべき課題一覧Jに対する日本弁護士連合会アップデイトレポートJ
(http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/koku自ailhumanright札library/treaty/data/
JFBA_Updak5thICCPR_ja.pdf) (2008年8月21日)6頁)とともに、性的同意年
齢の引上げに関する質問に対して、「性的同意の最低年齢(言い換えれば、刑法上の強姦
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罪が親告罪となる最低年齢〔原文ママJ)を現在の 13歳から引き上げることは、刑法白
体の改正という形では行われていない……jと述べている(同]24頁)。この日弁連の後
者の( )括弧|人jで、の記述が、親告罪の適用範囲の誤認も含めて、人権規約委員会の最終
見解に影響を与えたと推測される。
さらに、最終見解に対する日本政府コメントでも、件犯罪の非親告罪化に閣する記述は
ない (i向商権規約委員会の最終見解 (CCPRlC/JPN/CO/5)に対する日本政府コメント」
(http://www.mofa.go.jp/mofajlgaiko/kiyaku/pdfs/2c_commentO912. pdむを参照)。ま
た、それを受けた日弁連の意見書にも、性犯罪の非親告罪化に関する記述はない(日本弁
護士連合会「向山権規約委員会の総括所見に対する日本政府コメントに関する意見書」
(http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/kokusai/humanrightsJibrary/treaty/data/ 
foroopinion_jp. pdわ (2010年1月22日))。
(49)国連・白由権規約委員会の委員として、 1987年から安藤仁介が、 2006年から岩沢雄司
が選出されている。
(50) Human Rights Committee， Concluding observations of the Human Rights 
Committee (CCPRlC/JPN/CO/5) Paragraph 14. 日本諸訳は、外務省の「仮訳J(http:// 
www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/pdfl吋iyuムenkai.pdfうによる。日本弁護士連合
会の仮訳も参照。
(51)国連・女子差別撤廃委員会の委員として、 2008年から林陽子が選出されている (2015
年2月からは委員長)。
(52) Committee on the Elimination of Discrimination against Women， Concluding 
observations of the Committee on the E1imination of Discrimination against 
Women (CEDAW/C/JPN/CO/6) Paragraphs 33・34 日本語訳は、内閣府男女共同参画
周の「仮訳J(http://www.gender.go.jp/international/int-kaigi/inUeppai/pdf/CEDAW6 
co_j. pdf) (2015年12月21:::!最終確認)による。日本弁議士i車合会の{反訳も参照。
(53)なお、男女共同参画審議会は、 2000年7月の時点では、「女性に対する暴力に関する基本
的方策について(答申)Jにおいて、「強姦罪が親告罪であることが、被害が1替宿する一因と
なっているのではないかとの，育、見もあるが、強姦致傷罪や複数の者による強姦罪は親告罪で
はなく、また、本年5月の法改正による性犯罪の告訴期間の撒単語及び被害者のプライパシー
を考えると、親告罪であることには意味があると考えられる。」としていた(内閣府男女共
同参画局Webサイト (http://www.gender.go.jp/policy/no_vio1ence/vio1ence_re8earchl
kaigLkettei/2000/toshin0731.htm1)を参照)。
(54)第631ロl専門調査会 (2012年3月15日)におけるヒアリング議事録 (http://www.gend問1
go担/kaigi/senmon/boryoku/gijiroku/pdf/bo63-g.pdむを参照。
(55)男女共同参同会議 女性に対する暴力に関する専門調査会 i女性に対する暴力」を根絶
するための課題と対策~性犯罪への対策の推進-J (2012年7月)(http://www.gender. 
go却/kaigi/senmon/boryoku/houkoku/pdfi'hbo07・O.pdf)5頁以下参照。
(56)第6回日本政府報告には、「第3条:男女平等原則Jの i4 暴力からの保護Jにおいて、
「同92. .….い..….い.強姦罪及びぴ、強制わいせつ罪は、被害者の4宰名Z，誉やプライパシ一をf保呆護するとの
趣旨治か注ら親告罪とされている。斗」との記述がある(外務省仮訳「市民的及ぴ政治的権利に
関する困凶|際緊規約第40条l(bω)に基づく第6回政府報f骨寺(付f仮反訳)J (httゆp://ρ'/www.mofi白a.g伊0仏.担/
moぱfe司リ/繍抗飢1e呂8/000023051.pdfう(20121f4月))。これに対して、日弁連による報告害には、
「第3条.男女平等原則J/ i4 暴力からの保護J/ i4-2 性暴力J/ i(3)現状」におい
て、「性犯罪が親告罪とされていることについては、被害者の被害申告を抑制し、告訴取消に
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利用されていないかとの疑問が指摘されている。政府の男女共同参画会議・女性に対する暴
力に関する専門調査会は、 2012年7月に……[報特番〕そ発表し、その中でも「被害者保護、
性犯罪の厳正な対処を図るために、非親告罪化が合意義であるとの見解が多く見られた。」
との記載があるが、今回の政府報告書ではこの検討が無視されている。」と述べるとともに、
1 (4) List ofIssuesに盛り込むべき質問事項案」として、 14)件犯罪が親告罪とされている
ことについて、被害者保護や性犯罪の厳正な対処を図るために、非親告罪化が有意義である
との指摘があるが、政府はこの点を含めて性犯罪の構成要件の見直しについてどのような検
討をしているか。」と指摘している(日本弁護士連合会「市民的及び政治的権利に関する同際
規約第40条(b)に基づく第61ロl日本政府報告書審査に関する日弁連報告書~会期前作業部
会によって作成される質問表に盛り込まれるべき事項とその背景事情について-J
(http://www.nichibenren.or.jpllibrary/ja!kokusailhumanrightsJibrary/treaty/datal 
AILRep.JPRep6_ICCPR_ja.pdf> (2013年5月9日)42頁以下)。
また、自由権規約委員会の事前質問に対する日本政府回答において、間7で「… υ ・本
規約委員会による前回の勧告を踏まえ(CCRP/C.JPN/CO/5パラ 14)、締約国は強姦罪
を非親骨罪として扱うことを検討しているか説明願いたい…との質問に対して、
I(強姦罪の非親告罪化)Jの項目として、 164 設が国では、被害者の名誉やプライパ
シーを保護するとの趣旨から、強姦罪を親告罪としているところ、 2010年 12月に閣議
決定された第3次男女共同参画基本計画において、 2015年度末までに、強姦罪の非親
告罪イbを含む性犯罪に関する罰則の在り方を検討することとされており、現在、性犯罪
に関する諸外国の法制度や我が聞における処罰の現状等を調査するなどして、必要な検
討を行っているところである。」と同答している(外務省仮訳「市民的及び政治的権利
に関する委員会からの質問事項に対する日本政府凶答(仮訳) (第6凶政府報告審査)J
(http://www.mofa.go.jp/mofajlfiles/000031106.pdf> 11頁問7、13頁パラグラフ 64)。
また、これを受けたI::Jfh車の報告書は、「性犯罪が親告罪とされていることについては、
被害者の被害申告を抑制し、告訴取消に利用されていないかとの疑問が指摘されている。
政府の男女共同参画会議・女性に対する暴力に関する専門劇査会は、 2012年7月にυ …・
〔報告書〕を発表し、その中でも「被害者保議、性犯罪の厳正な対処を図るために、非親
告罪イじが街:意義であるとの見解が多く見られた。Jとの記載があるが、今回の政府報告書
ではこの検討が無視されている。」と報告する(円本弁護上連合会「市民的及び政治的権
利に関する国際規約第40条(b)に蒸づく第6回口本政府報告書審杏に関する口弁連報告
書(その2)-委員会により作成される総括所見に盛り込まれるべき事項とその背景事情
について-J (http://www.nichibenren.or.jpllibrary/ja!kokusailhumanrightsJibraryl 
treaty/data/Alt-Rep_JPRep6_ICCPR_ja140612.pdfう(2014年3月19日))c 
なお、向問権規約委員会の最終見解に対する日本政府コメントでは、性犯罪の非親告罪
化は言及されていない(外務省仮訳「白出権規約委員会の最終見解(CCPRlC/JPN/CO/6) 
に対する日本政府コメントJ(http://www.mofa.go.jp/mofajlfiles/000101437.pdf>を参
照)。
(57) Human Rights Committee， Concluding ob自ervationsof the Human Rights 
Committee (CCPRlC/JPN/CO/6) Paragraph 10. 日本語訳は、外務省の「仮訳J(http:// 
www.mofa.go.jp/mofajlfiles/000054 77 4. pdf>による。日本弁護士連合会の仮訳も参照。
(58) 1司検討会の議事・配付資料について、前掲i主(2)および(16)を参照。
(59)法務省検討会・前掲注(2)のWebサイトからリンクされた各ページを参照。
(60)法務省検討会・前掲注(16)を参照。
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(61)法務省検討会・前掲注(2)。
(62)本文に記載した要点は、黒j暴が、:i.に「取りまとめ報待望書Jにまとめられた要旨をもとに
して、法務省検討会の議事録を踏まえてまとめたものである O
(63)前掲注(48)も参照。さらに、国連・経済社会局・女性の地位向上部rHandbookfor 
legislation on violence against womenj (2009年7月)(http://www.un.org/womenwatcbJ 
daw/vaw/v開handbook.htm)(2008年5月の専門家会議の成果に碁づく)[邦訳:ヒュー
マンライツ・ナウ編訳「女性に対する暴力に関する立法ハンドブツクj(信山社、 2011
年)]によれば、 (f負傷の程度や種類にかかわらず、女性に対する暴力を起訴する責任は、
被害者ではなく検察機関にあることを明確にすべきである (3目8.2)、②女性に対する暴力
のすべての事件において、法的手続の前および法的手続がなされている最中に調停を行
うことを明絡に禁止すべきである (3.9.1)、③虚偽告訴/虚偽申立を処罰する旨の規定を
含むべきでない (3.9.8)、との内容が含まれる。そのため、いずれ日本国内でも②や③が
議論される可能性がある。
(64)法制審性犯罪部会・第1回会議 (2015年11月2日)における、中村功一幹事(法務省
刑事局刑事法制]iI':剛宵)による部旨説明 (1第1回会議議事録J21頁)、佐伯f志委員に
よる発言(同27頁)を参照。
(65)ドイツにおける性犯罪規定の全体像とその改革について、内海朋了ー「円本における性犯
罪処罰規定の問題点一一ドイツ・スイスにおける性刑法の改正を参考に」亜細亜法学38
巻2号 (2004年)49頁以下、佐藤陽子「ドイツにおける性犯罪規定J刑事法ジャーナル
45号 (2015年)70頁以下、薪野彦弥「立法問題としての性的自己決定の保護」現代刑
事法5巻3号 (2003年)20頁以下、新谷一幸「ドイツ性刑法の改革(一)・(て・完)J 
修道法学25巻1号 (2002年)131頁以下/25巻2号 (2003年)361頁以下、高山佳
奈子「ドイツにおける性刑法の改京」大阪弁護士会人権擁護委員会性暴力被害検討プロ
ジェクトチーム編「性暴)Jと刑事司法j(信山社、 2014年)196頁以卜、同「ドイツ刑法
における性犯罪の類型と処罰」刑法雑誌54巻l号 (2014年)30頁以下、法務総合研究
所「研究部報告38:諸外国における性犯罪の実情と対策に関する研究一一フランス、ド
イツ、英国、米国一-j(2008年)55頁以下〔山田利行ほか〕等を参照。
(66)前掲怜(16)検 13およぴ審23を参照。
(67)ドイツの告訴権・親告罪の歴史的変遷について、拙稿・前掲注(14)法研論集18号4頁以下、
それを加筆したものとして、拙著『告訴権・親告罪に関する研究j(博士学位論文、 2007年)
49頁以下を参照。本節の記述は、 f走者を基礎にしている。 ドイツの性犯罪全般の歴史につ
いて、近時のものでは、 JohannesA. J. Bruggemαnn， Entwicklung und Wandel des 
Sexual邑trafrechtsin der Geschichte unseres StGB: Die Reform der Sexualdelikte 
einst und jetzt， 2013があるが、親告罪規定への言及は必ずしも多くはない (a.a.O.，S. 
41， S.239， S.341 und S. 547)。
(68)Vgl. Susαnne Brahmer， Wesen und Funktion des Strafantrags: Eine Studie uber 
Voraussetzungen und Probleme des Verfahrens bei Antragsdelikten， 1994， S.52. 
なお、カロリナ法典について、米1耕三「カロリナ刑事法典について」一橋論叢71巻4
号 (1974年)139頁以下、同「カロリナの刑事子続」一橋大学研究年報9号 (1975年)
159頁以下も参照。
(69)この尊属卑属関j窃迩・配偶者間窃盗の場合には、そもそも職権による訴追・処罰が不可能
であるとされていた (vgl.ThomωWeigend， Deliktsopfer und Strafverfahren， 1989， 
S. 98 und S. 104)。さらに、侮辱、軽微窃盗、傷害、住居侵入、器物損壊は、運用上、
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刑事千ー続の開始の決定が被害者に委ねられていた (Brahmer， a.a.O. (Anm.68)， S.60; 
Weigend， a.a.O.， S.99 f・:und S. 104 f.)。
(70)ただし、条文の文言はそれぞれの条項で異なる O 個別の条文の文言およびその解釈に
ついて祥しく検討するものとして、 UlrichLichtner， Die historische Begrundung des 
Strafantragsrechts und seine Berechtigung heute， 1981， S.45 f.カτある。
(71)条文の確認は、 KarlV.， Des allerdurchleuchtigsten grosmechtigste[nl vnuber開
windtlichsten Keyser Karls des funfften: vnnd des heyligen Romischen Reichs 
peinlich gerichts ordnung auff den Reichsztatgen zu Augspurgk vnd R冶genspurgk，
in[nl j aren drei関 ig，vn[dl zwey vnd dreissig gehalten， auffgericht vnd beschlossen， 
1533 (Munchener Digitalisierungszentrumのデジタル図書館 <http://www.digitale-
sammlungen.de/)で閲覧・ダウンロード可能)を利用した。
(72)なお、田口守一「親告罪の告訴と国家訴追主義Jr宮津浩一先生古稀祝賀論文集・第一巻・
犯罪被害者論の新動向j(成文堂、 2000年)242頁および249頁注(8)も参照。
(73) Theodor Hergenhahn， Das Antragsrecht im deutschen Strafrecht， 1878， S.8. 
(74) Vgl. Brahmer， a.a.O. (Anm.68)， S.59; Lichtner， a.a.O. (Anm.70)， S.45 f主;Tanja 
Schroter， Der Begriff des Verletzten im Strafantragsrecht (S77 Absatz 1 StGB)， 
1998， S.17. 
(75)例えば、Br，αhmer， a.a.O. (Anm.68)， S.59; August Kohler， Die Lehre vom Strafantrag， 
1899， S. 5; Lichtner， a.a.O. (Anm.70)， S.45 f.; Schroter， a.a向O.(Anm.74)， S.17; 
Heinz Zipf， Strafantrag， Privatklage und staatlicher Strafanspruch， GA 1969， S.
235. 
(76) Weigend， a.a.O. (Anm.69)， S目98f. 
(77) Brahmer， a.a.O. (Anm.68)， S.52 und S. 61 f. 
(78) Weigend， a.a.O. (Anm.69)， S.104 f.
(79) Vgl. Brahmer， a.a.O. (Anm.68)， S.68; Ali-Ihsan Erdαg， Der rechtliche Einfius 
des privaten Verletzten auf den Beginn des Strafverfahrens， 2001， S.37; Lichtner， 
a.a.O. (Anm.70)， S.53; Weigend， a.a.O. (Anm.69)， S.134. 
(80) Vgl. Lichtner， a.a.O. (Anm.70)， S.53; Werner Winnen， Eingeschrankte Antragsdelikte: 
Zugleich eine Stellungnahme zu wesentlichen Fragen der Antragsdelikte， 2001， 
S.16. 
(81)条文等の確認は、 AllgemeinesLandrecht fur die Preusischen Staaten von 
1794: Textausgabe. Mit einer Einfuhrung von Hans Hattenhauer und einer 
Bibliographie von Gunther Bernert， 1970を利用した。
(82) Brahmer， a.a.O. (Anm.68)， S.69 f.
(83)第二類型の一定親族・家族問の窃盗等における趣旨は、家族による犯罪行為の場合の内
部規則の優位性の尊重である (Weigend，a.a.O. (Anm.69)， S.106)。
(84)第斗類型の一定親族・家族問の窃盗について、主たる目的は国家による刑罰よりも効果
的ともいえる家長による教育的措置によって罰を与えるとと、IliIJ次的な目的は告訴を申
し立てないことによって国家を家族の私的領域に侵入させずに家族を保護することであ
る。第三類孟Jー の軽微傷害や名誉致損等について、主たる目的は犯罪が軽微で国家刑事訴
追機関の負担を経滅する
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(86)各刑法典のうち親告罪の数が多いのは、 1824年・ 1835年ヴユルテンベルク刑法典21個、
1852年テューリンゲン刑法典28個、 1855年 .1868年ザクセン刑法典24個、 1861年
ハイエルン刑法典25個である O また、 1851年プロイセン刑法典は9個である Q 以上に
ついて、 Lichtner， a.a.O. (Anm.70)， S.56 ff. und S. 220 f.を参照。
(87) Vgl. Brahme円a.a.O.(Anm.68)， S.77 f.; Winnen， a.a.O. (Anm.80)， S.17. 
(88) Brahmer， a.a.O. (Anm.68)， S.77 f.; Winnen， a.a.O. (Anm.80)， S.17. 
(89) Lich如何 a.a.O.(Anm.70)， 1981， S.56 ff.; Erdα:g， a.a.O. (Anm.79)， S.40 ff. 本文;で
のまとめは、特にf走者を参考にした。
(90) 1827年バイエルン刑法典草案の起草者・立法関与者は、こうした観点を告訴権をめぐる
線本的な観点として指摘している (Erdag，a.a.O. (Anm.79)， S.41 f.)。
(91) 1848年以降にドイツ会ことに導入されていった検察制度との関係で、特に親告罪市IJ度に
は、刑事訴追機関に対する負担軽減効果や支援効果が期待されていた (Brahmer， a.a.O. 
(Anm.68)， S.82)。
(92)C臼rlJosef Anton Mittermαier， Beitrage zur Beantwortung der Frage: bei welchen 
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